2016年9月29日～30日
戦争法差し止め訴訟、衆参代表質問（質疑、自民党改憲案、一せい起立拍手問題）、解散論、蓮舫会見、新潟県知事選、高江、豊洲、社説
自衛隊出動差し止め、争う姿勢＝安保法制違憲訴訟で国側－東京地裁
　安全保障関連法は違憲だとして、市民らが安保法制に基づく自衛隊出動の差し止めなどを求めた訴訟の第１回口頭弁論が２９日、東京地裁（林俊之裁判長）であった。国側は「出動命令は行政処分に当たらない」として請求を却下するよう求めた。
　次男が陸上自衛官のマッサージ師富山正樹さん（５２）＝福岡市＝が意見陳述し、米国では１日に平均２２人の帰還兵が自殺していると指摘。「兵士と共に家庭や社会に戦場が持ち帰られる現実が、日本の社会に再現されようとしている」と声を詰まらせながら訴えた。
　原告側は、集団的自衛権の行使を容認した安保法制は、戦争放棄を定めた憲法９条に違反しており無効だと主張。自衛隊の武力行使で日本は戦争当事国となり、平和的生存権を侵害されるなどと訴えている。（時事通信2016/09/29-18:11）
しんぶん赤旗2016年9月29日(木)

沖縄連帯　東京で集会
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（写真）沖縄への弾圧を許さないと集まった人たち＝28日、東京・日比谷野外音楽堂


　沖縄・辺野古への米軍新基地建設反対や東村高江のヘリパッド・オスプレイパッド（着陸帯）建設阻止でたたかう沖縄県民と連帯する「日本政府による沖縄への弾圧を許さない集会」が２８日夕、東京・日比谷野外音楽堂で開かれました。「この『本土』でこそ、日本政府に怒りの声を上げていきましょう」との集会アピールを採択しました。

　沖縄平和運動センターの大城悟事務局長が「沖縄からの訴え」。翁長知事への提訴、辺野古の工事再開、高江の工事強行の異常ぶりを告発し、「全国のみなさんと大きな世論をつくりましょう。必ず私たちは勝利します」と結ぶと、大きな拍手が起きました。

　ジュゴン保護キャンペーンセンターの三村昭彦さんがＩＵＣＮ（国際自然保護連合）の世界自然保護会議の結論を紹介し、「大浦湾の埋めたては非科学的。ジュゴンの保護区にすべきだと国内外に広げて、辺野古埋めたてを断念させよう」と語りました。

　安保破棄中央実行委員会の東森英男事務局長らが連帯あいさつ。戦争法廃止・安倍政権打倒のたたかいと結んで沖縄県民と連帯し、高江写真パネルなどを活用して、ともにたたかう決意を表明しました。

代表質問要旨＝参院本会議
　２９日の参院本会議での各党代表質問の要旨は次の通り。
　【テロ対策】
　山口那津男氏（公明）　２０２０年東京五輪を控えるわが国でテロ対策はどうあるべきか。
　安倍晋三首相　最重要課題の一つだ。官邸が司令塔となり、政府の総力を挙げてテロの未然防止に強力に取り組む。国際組織犯罪防止条約を締結することは極めて重要な課題と認識しているが、そのための法整備は、これまでの国会審議における議論を踏まえ、国民理解を得る努力を行いながら取り組む。
　【パリ協定】
　山口氏　今国会で承認手続きを進めるべきだ。
　首相　気候変動という国際社会の深刻な課題への対応に最大限貢献していく立場から、早期発効を重視している。
　【もんじゅ】
　市田忠義氏（共産）　高速増殖炉「もんじゅ」廃止は当然だ。核燃料再処理工場も廃止すべきだ。
　首相　もんじゅは廃炉を含め抜本的な見直しを行う。核燃料サイクルは、安全性の確保を大前提とし、自治体や国際社会の理解を得ながら取り組む。
　【憲法改正】
　市田氏　自民党改憲草案をベースにした議論など論外だ。
　首相　考えや立場の異なる者同士が正々堂々と議論し、合意形成していくプロセスこそが政治だ。
　片山虎之助氏（維新）　自民党の改憲草案にこだわらないか。
　首相　合意形成の過程で特定の党の主張がそのまま通ることがないのは当然だ。まずは憲法審査会という静かな環境で各党が真剣に議論し、国民的議論につなげていくことが必要だ。期限ありきの事柄ではない。
　【消費税】
　片山氏　（旧民主党と自民、公明両党の）３党合意は事実上、破綻した。
　首相　社会保障の充実を着実に実施しており、３党合意で消費税率引き上げの実施は時の政権が判断するとされている。引き続き一体改革を進めていく。
　【配偶者控除見直し】
　矢田稚子氏（民進）　検討の方向性は。
　首相　働きたい女性の意欲が阻害されることがないよう、制度を整備していくことが重要だ。
　【総立ち拍手】
　小川敏夫氏（民進）　あなたの心に国民より軍隊優先の考えが潜んでいる。
　首相　緊張感に耐えながら任務に当たっている方々について言及した。文脈を十分に理解いただきたい。根本的に間違っているだけでなく、彼らの誇りを傷つけるものだ。（時事通信2016/09/29-19:30）
安倍首相、自民改憲草案こだわらず＝３党合意を推進－参院代表質問


参院本会議で答弁する安倍晋三首相＝２９日午後、国会内
　安倍晋三首相は２９日午後、参院本会議での各党代表質問で憲法改正について、「合意形成の過程で特定の党の主張がそのまま通ることがないのは当然だ」と述べ、衆参両院の憲法審査会では、自民党の改憲草案にこだわらない考えを示した。日本維新の会の片山虎之助共同代表への答弁。
　自民党は今国会で憲法審査会での論議を本格化させ、改憲項目の絞り込みを目指している。首相は改憲に向けたスケジュールに関し、「まずは憲法審査会という静かな環境で各党が真剣に議論し、国民的議論につなげていくことが必要だ。期限ありきの事柄ではない」と述べ、憲法論議を深めることが必要との考えを示した。


参院本会議で代表質問する日本維新の会の片山虎之助共同代表＝２９日午後、国会内
　片山氏は消費税増税延期に関し、社会保障・税一体改革に関する旧民主党と自民、公明両党との３党合意は「事実上、破綻した」と主張した。これに対し、首相は「社会保障の充実を着実に実施しており、３党合意で消費税率引き上げの実施は時の政権が判断するとされている。引き続き一体改革を進めていく」と強調した。
　首相は、専業主婦やパートタイムで働く妻がいる世帯の税負担を軽減する「配偶者控除」の見直しについて、「働きたい女性の意欲が阻害されることがないよう、制度を整備していくことが重要だ」と述べ、改めて意欲を示した。民進党の矢田稚子氏への答弁。　（時事通信2016/09/29-17:29）
首相、自民改憲案固執せず　財政再建へ「不退転」

共同通信2016/9/30 00:259/30 00:26updated

　安倍晋三首相は29日、参院本会議での代表質問で、憲法改正について「特定の党の主張が、そのまま通ることがないのは当然だ」と述べ、衆参両院憲法審査会で議論する際、自民党が2012年にまとめた改憲草案に固執しない考えを示した。財政再建の目安である基礎的財政収支（プライマリーバランス）の20年度黒字化の目標に関して「経済・財政一体改革を不退転の決意で断行し、経済再生を図りながら実現していく」と強調した。

　改憲議論を巡って、首相は「大切なのは各党がそれぞれの考え方を具体的に示すことだ」とし、各党に見解を示すよう改めて求めた。

憲法改正で首相「党の主張はそのまま通らない」

読売新聞2016年09月29日 20時59分

　安倍首相は２９日の参院本会議での代表質問で、憲法改正について「合意形成の過程で特定の党の主張がそのまま通ることはないのは当然だ」と述べ、衆参両院の憲法審査会では各党の議論を尊重し、自民党の憲法改正草案にはこだわらない考えを示した。

　首相は「各党がそれぞれの考え方を具体的に示した上で、建設的な議論が進められることを期待する」と語った。日本維新の会の片山共同代表の質問に答えた。

　地球温暖化対策を進める国際的枠組みの「パリ協定」について、首相は「史上初めて全ての国が参加する公平かつ実効的な枠組み」と評価した。その上で、協定締結に向け今国会に必要な承認案を提出し、承認を目指す考えを示した。公明党の山口代表の質問に答えた。

安倍首相、憲法改正「合意形成に努力を」 　参院代表質問 
日経新聞2016/9/29 21:50
　安倍晋三首相は29日の参院本会議での代表質問で、憲法改正について「政治家は知恵を絞り、合意に至る努力を真摯に積み重ねていかねばならない」と述べ、各党による合意形成の努力を促した。「特定の党の主張がそのまま通ることがないのは当然だ」とも指摘。自民党がまとめた憲法改正草案にこだわらない考えも示した。


　民進党の小川敏夫参院議員会長は「実質総雇用者所得が増えているとの説明は間違っている」と追及。首相は安倍政権では消費税率を３％上げたにもかかわらず平均値は民主党政権下と同じだったとし「所得が上がっていることを意味するのは明らかだ」と反論した。
　首相は訪米時に米大統領選の民主党候補、クリントン前国務長官と会談したことについて「日本政府が大統領選に中立であることには変わりはない」と語った。
産経新聞2016.9.28 23:12更新 
「前文と９条２項の改正がストレートだ」自民・下村博文幹事長代行
　自民党の下村博文幹事長代行は２８日、都内で開かれた憲法改正を考えるシンポジウムで「前文と（戦力の不保持を定める）９条２項を改正するのがストレートだ」と述べ、憲法で自衛隊を明確に位置づける必要性を訴えた。
　ただ、現状では国際情勢に対する危機意識が広がっておらず、国民投票で過半数の賛成を得るのは困難だと分析。「時代の変化に応じて改正できる環境になるきっかけとして、９割の国民が当然だと思う項目から着手すべきだ」と述べ、緊急事態条項盛り込みなどを優先して議論すべきだとの考えを示した。
　シンポジウムは「ひるまずに憲法改正を言え！」と題して、国家基本問題研究所（櫻井よしこ理事長）が主催。下村氏のほか、長尾一紘中央大名誉教授と榊原智産経新聞論説委員、櫻井氏も登壇した。
民進代表 憲法調査会長に枝野前幹事長を起用の方針
ＮＨＫ9月30日 5時03分
[image: image5.jpg]i BEAESR
BERNER BAN

¥

BRUNES




民進党の蓮舫代表は、党内の憲法改正論議の取りまとめ役になる憲法調査会長に、枝野前幹事長を起用する方針を固めました。
民進党の蓮舫代表は、憲法改正について、「９条は絶対に守るべきだ」と述べる一方、時代の変化に合わせて改正が必要な項目がないか、党の憲法調査会で議論する方針を示していて、議論の取りまとめ役になる憲法調査会長の人事の調整を進めてきました。
その結果、枝野前幹事長を憲法調査会長に起用する方針を固め、来週、党の常任幹事会に諮ることにしています。
枝野氏は民主党時代にも憲法調査会長を務め、平成１７年には、「専守防衛の考え方に徹することを前提に、国に自衛権があることなどを憲法上明確にする」などとした、憲法改正に向けた党の提言をまとめています。
一方で、枝野氏は憲法改正の議論を拙速に進めるべきではないという姿勢を示しており、蓮舫氏としては、今回の人事を通じて、議論を性急に進める考えがないことを党内外に示す狙いもあるものと見られます。
産経新聞2016.9.29 21:03更新 
「日米同盟の堅固さ発信を」　自民党・高村正彦副総裁が抑止力強化を力説

【産経新聞寄付講座】中央大学で講演をする自民党の高村正彦副総裁＝９月２９日、東京都八王子市の中央大学多摩キャンパス（撮影・早坂洋祐） 
　自民党の高村正彦副総裁は２９日、東京都八王子市の中央大学で開かれた「中央大学・フジサンケイビジネスアイ寄付講座」で講演した。集団的自衛権の行使を可能にする安全保障関連法制は日本の抑止力を強化するために必要だと指摘。その上で、日本に攻撃意図のある他国に抑止力を働かせるために、「日米同盟は常に堅固であると発信し続けなければいけない」と力説した。
　高村氏は講演で、米国の対日防衛義務を定めた日米安保条約第５条に関連し、弾道ミサイル発射などを繰り返す北朝鮮について「日本を攻めたら米国からたたきつぶされると思っている限り日本を攻撃しない。これが抑止力だ」と語った。また「集団的自衛権を認めれば戦争になると言う人がいるが、そうではない。（安保法制による）抑止力は伝家の宝刀で、抜かないことに価値があり、これが抑止力だ」とも述べた。
　海洋進出を進める中国に対しては「懸念がある。中国の軍事費は２７年間で４１倍に増えた。日本も同じように増やすのは不可能だ」と語り、「幸いなことに日米同盟がある。懸念が脅威に変わらないよう同盟をしっかりしておく必要がある」と訴えた。
　昨年成立した安保関連法制の審議での旧民主党の対応にも触れ、「集団的自衛権の全否定みたいな主張を繰り返し、徴兵制になるとも言ったが、これはこれから民進党に打撃を与え続ける可能性がある」と述べた。
「共謀罪」の新たな法整備 日弁連が反対の集会
ＮＨＫ9月30日 5時58分
テロ対策の一環として、「共謀罪」の構成要件を厳しくして罪名も変更する新たな法整備をめぐり、日弁連＝日本弁護士連合会が反対する集会を開き、「自由に意見を言えない社会を作る危険性がある」などと訴えました。
テロなどの謀議に加わった場合に処罰の対象となる「共謀罪」を新設する法案は、これまでに３回、国会に提出されましたが、いずれも廃案になっていて、法務省は、東京オリンピックに向けたテロ対策の一環として、構成要件を厳しくして罪名も変更する形で、新たな法整備を目指しています。
これを受けて、日弁連は２９日夜、反対の集会を開きました。この中で海渡雄一弁護士は「『共謀罪』は、犯罪を実行しなくても、心の中で考えたことを誰かと共有しただけで罪になるもので、自由に意見を言えない社会を作る危険性がある」と述べ、新たな法整備も廃案になったものと本質的には変わっていないと訴えました。
新たな法整備をめぐって、政府は、過去の国会審議の経緯も踏まえ、今の国会への法案の提出は見送る方針です。
日弁連の共謀罪法案反対対策本部の事務局長を務める山下幸夫弁護士は、「議論が始まってから１０年以上たって、共謀罪を知らない人もいる。次の通常国会への法案の提出が予想される中、多くの人に問題点を訴えていきたい」と話していました。
「共謀罪」法整備へ努力表明　首相、パリ協定締結に意欲

共同通信2016/9/29 13:12

　安倍晋三首相は29日、参院本会議で行われた2日目の代表質問で、2020年東京五輪・パラリンピックに向けたテロ対策について、国民の理解を得ながら「共謀罪」を含む国内法の整備に努める考えを示した。地球温暖化対策の新たな枠組み「パリ協定」に関しては承認案件の今国会提出と早期締結への意欲を強調した。

　首相はテロ対策を巡り、国連が00年に採択し、これまでに180カ国以上が締結している「国際組織犯罪防止条約」を日本も締結することが重要だと指摘。「条約締結のための法整備はこれまでの国会の議論を踏まえ、理解を得る努力をしながら取り組む」と述べた。

テロ準備罪、首相「国民の理解を得ながら取り組む」
朝日新聞デジタル2016年9月29日12時01分


　犯罪の計画段階で処罰する「共謀罪」の構成要件を変えた「テロ等組織犯罪準備罪」の新設について、安倍晋三首相は２９日の参院本会議で、「これまでの国会審議における議論を踏まえ、国民の理解を得る努力を行いながら取り組んでいく」と述べた。公明党の山口那津男代表の質問に答えた。
　政府はマフィアなどの国際犯罪組織を取り締まる国際組織犯罪防止条約の締結には、共謀罪を含んだ法整備が必要としているが、過去３回、国会に提出して廃案になっている。
　山口氏は「先進国の中では我が国だけが締結に至っていない。テロとの戦いを進める国際的な連携に不安はないのか」と首相に見解をただした。これに対して、首相は「国際社会と協力して、テロ組織の犯罪と闘うことは極めて重要な課題と認識している」と語った。
新国立公文書館の在り方を議論 政府作業部会の初会合
ＮＨＫ9月29日 16時37分
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新たな国立公文書館の展示や利用の在り方を検討する政府のワーキンググループの初会合が開かれ、幅広い年代に利用してもらうため、保存されている貴重な文書を生かした学習プログラムを作ることを検討すべきだなどといった意見が出されました。
政府は、東京・千代田区にある国立公文書館の老朽化が進んでいることなどから、国会近くの憲政記念館の敷地に新たな公文書館を建設する計画を進めています。
２９日は、新たな公文書館の展示や利用の在り方を検討する政府のワーキンググループの初会合が内閣府で開かれ、学識経験者などが出席しました。
この中で、出席者からは、国会に近い立地を生かし地方から訪れた修学旅行生が興味を持てるような展示を設けるべきだとか、幅広い年代に利用してもらうため、保存されている貴重な文書を生かした学習プログラムを作ることを検討すべきだなどといった意見が出されました。
政府は、こうした意見を踏まえた検討結果を取りまとめたうえで、来年度中にも、新しい国立公文書館の仕様などを盛り込んだ基本計画を策定することにしています。
民進・小川氏、総立ち拍手は軍隊優先＝安倍首相「文脈理解して」と反論－参院本会議


参院本会議で代表質問する民進党の小川敏夫参院議員会長＝２９日午後、国会内
　安倍晋三首相が所信表明演説中に自衛隊員らへの敬意を表すよう呼び掛け、自民党議員が総立ちで拍手したことをめぐり、２９日の参院本会議で首相と民進党の小川敏夫参院議員会長が応酬する場面があった。
　小川氏は代表質問で「自衛官らだけを特別に取り上げ尊敬の対象とするのは、あなたの心に国民より軍隊優先の考えが潜んでいるからだ」と批判。答弁に立った首相は「緊張感に耐えながら任務に当たっている方々について言及した。文脈を十分に理解いただきたい。根本的に間違っているだけでなく、彼らの誇りを傷つけるものだ」と反論した。　
　総立ち拍手を「異常だ」と問題視する野党側は、衆院議院運営委員会で「事前に指示があったのではないか」と指摘。これに対し、自民党側は「自然発生的なものだ」と説明している。（時事通信2016/09/29-18:04）
首相、自衛隊など「心から敬意」　一斉起立・拍手問題で
朝日新聞デジタル2016年9月29日23時42分
　「国民よりも軍隊優先ではないか」「文脈を理解して」――。安倍晋三首相が所信表明演説で海上保安庁、警察、自衛隊をたたえた際、首相に促された自民党議員らがスタンディングオベーションをした問題をめぐり、２９日の参院本会議の代表質問で議論が繰り広げられた。
　民進党の小川敏夫参院議員は「首相が自衛官らだけを特別に取り上げて尊敬の対象とするのは、あなたの心の中に国民よりも軍隊優先という考えが潜んでいるからではないか」と質問。
　これに対し首相は「国民のため現場で厳しい任務を全うする海上保安庁、警察、自衛隊の諸君に対し、心からの敬意をあらわそうと申し上げた」と説明し、その上で、「文脈をご理解いただきたい。国民よりも海上保安庁、自衛隊、警察が優先するなどという考えは根本的に間違っているだけでなく、彼らの誇りを傷つける」と述べ、小川氏の指摘を否定した。
　自民党議員らのスタンディングオベーション時、首相自身も演説を中断し、壇上で拍手。大島理森衆院議長は自民党議員らに「ご着席下さい」と注意した。
「総立ち拍手」批判に首相反論　「各議員の判断」

東京新聞2016年9月30日 夕刊

　安倍晋三首相は三十日の衆院予算委員会で、所信表明演説中に自民党議員の多くが一斉に立ち上がって拍手したことへの野党の批判に対し「まるで首相に拍手しているという批判はこじつけだ。ただ単に侮辱に明け暮れているとしか思えない」と反論した。

　民進党の細野豪志氏が「自衛隊員らにではなく、安倍首相に拍手しているように見え、違和感があった」と指摘。さらに、首相自身も拍手していたことに触れ「この国の国会ではないような錯覚を覚えた」と述べた。

　これに対し、首相は「スタンディングオベーションを要請したわけではなく、（自衛隊員らに）敬意を表そうと言った。表し方は各議員の判断だろう。どうしてことさら問題になるのか理解できない」と述べた。

　自民党の高村正彦副総裁はこれに先立つ党役員連絡会で「スタンディングオベーションすると叱られる議会の在り方がグローバルスタンダードに合っているのかどうか」と語った。その上で「鳩山由紀夫元首相の所信表明に民主党議員がスタンディングオベーションしたとき、少なくとも自民党は抗議などしなかった」と反論した。

しんぶん赤旗2016年9月30日(金)

首相演説　自民党議員起立に違和感　戦意高揚の異様な光景

　「彼ら（自衛隊員ら）に対し、今この場所から心からの敬意を表そうではありませんか」

　安倍晋三首相が２６日の衆院本会議での所信表明演説でこう述べ、演説を中断して、「夜を徹して任務に当たっている」自衛隊員らをたたえる拍手をし、多くの自民党議員が一斉に起立して拍手したことに、批判と違和感が広がっています。

　「戦時中、学徒動員を拍手で戦地に送りだした光景を連想する。自衛隊を拍手で送りだすもので、臨戦態勢、戦意高揚の異様な光景だ」。元私立高校校長という男性は共産党本部にこう感想を寄せました。

　まさに戦前の日本やナチス時代のヒトラーへの“喝采”と二重写し―。軍事的価値観の強制につながる権力者の異常な行動です。

　安倍首相は９月１２日の自衛隊高級幹部会同での訓示で、戦争法や日米新ガイドラインの整備をあげ、「制度は整った。あとはこれらを血の通ったものとする。必要なことは、新しい防衛省・自衛隊による『実行』です」「今こそ『実行の時』」だと、「実行」という言葉を繰り返しました。戦争法の「実行」へ檄を飛ばしたのです。

　戦争法の新任務はいずれも、自衛隊が海外での武力行使・戦闘に踏み込み、「殺し殺される」重大な危険をはらみます。その自衛隊に感謝と敬意が示されなければ、隊員の士気は維持できず、隊員になる者もいなくなる―。安倍首相の行動の動機でしょう。

　米議会では、軍隊への敬意を示す場面で、民主党・共和党の区別なく一斉に議員が起立して拍手するのが通例です。理由は同じことです。

　日本もアメリカのような軍事国家になろうという安倍首相の野望をあらわにした光景でした。

　（中祖寅一）

産経新聞2016.9.29 17:00更新 
【参院代表質問】民進・小川敏夫参院議員会長「安倍晋三首相は国民よりも軍隊優先」　首相「かつての閣僚のご発言だけに残念」と皮肉
　民進党の小川敏夫参院議員会長は２９日の参院本会議で、安倍晋三首相が２６日の所信表明演説で自衛隊などへの敬意を呼びかけたことに対して「国民よりも軍隊優先という考えが潜んでいる」と問題視した。
　これに対し、首相は海上保安庁や警察は「軍隊ではない」とし、自衛隊については「通常の観念で考えられる軍隊とは異なる」と指摘。「国民よりも海上保安庁、警察、自衛隊が優先するなどという考えは根本的に間違っているだけではなく、彼らの誇りを傷つけるものだ」と反論した。
　その上で、「かつて政権を担い、閣僚を務められていた方のご発言であるだけに、大変残念だ」と小川氏を皮肉った。
　小川氏は、裁判官、検事、弁護士の経験があり、旧民主党政権時代には、法相も務めた。
産経新聞2016.9.29 14:51更新 
【参院代表質問】安倍晋三首相「気をつけよう甘い言葉と民進党」は「国民の信任を得た」
　安倍晋三首相は２９日の参院本会議で、自身が７月の参院選で述べた「気をつけよう甘い言葉と民進党」という言葉について、「信任を得た」と胸を張った。
　民進党の小川敏夫参院議員会長はこの発言について、「国民の判断を求めるに当たり、政治家は真摯な議論を行わねばならない。発言は大変に不真面目な発言であり、具体性がない誹謗中傷で、わが国を代表する一国の首相の発言として恥ずかしい低俗なものだ」と批判した。
　その上で、安倍首相が選挙での約束を果たしていないとして「気をつけよう甘い言葉と安倍総理、と言葉を返す」と述べた。
　これに対し首相は「選挙では各政党のリーダーは街頭に出て、他党との違いをわかりやすい言葉で訴える。一つ一つの発言は選挙結果にも大きく影響を与えるもので、責任を伴う。その上で、参院選で国民の審判をいただいた。結果、私たちは改選過半数という目標を大きく上回る信任を国民からいただいた」と述べ、自らの発言が圧倒的な信任を得たとの認識を示した。
自衛隊員らたたえる拍手 「心からの敬意」と首相反論
ＮＨＫ9月29日 17時49分
安倍総理大臣は参議院本会議で、先の所信表明演説で自衛隊員らをたたえて拍手をしたことに関連し、「軍隊優先という考えが潜んでいるからではないか」と指摘されたのに対して、厳しい任務を全うする自衛隊員らへの心から敬意を表そうとしたものだと反論し、指摘は当たらないという認識を示しました。
「生前退位 有識者会議の結論 期限ありきではない」
日本維新の会の片山共同代表は、天皇陛下が「生前退位」の意向がにじむお気持ちを表明されたことを受けて、「生前退位に賛成する国民の声は９割前後となり、陛下のご意向にできるだけ沿うべきだ。政府の有識者会議の提言を受けての結論は、期限にはこだわらないとしても、やはり急ぐべきだ」とただしました。
これに対し、安倍総理大臣は「事柄の性格上、はじめに期限ありきではなく、有識者会議で国民の中にあるさまざまな意見を幅広く聴取のうえ、提言を取りまとめていただく。議論を経て一定の方向性が示されれば、それを踏まえ政府としてしっかり対応していく。有識者会議で静かに議論を進め、一定の段階で与野党も交えた議論を行うことも考えていく」と述べました。
「改憲 特定の党の主張そのまま通ることない」
安倍総理大臣は憲法改正について、「自民党の憲法改正草案を撤回しないとのことだが、草案にはこだわらないのか」と問われたのに対し、「静かな環境で各党が真剣に議論し、国民的な議論につなげていくことが必要だ。大切なのは、各党がそれぞれの考え方を具体的に示すことであり、合意形成の過程で特定の党の主張がそのまま通ることがないのは当然だ」と述べました。
「自衛隊優先の考えは根本的に間違っている」
民進党の小川参議院議員会長は、安倍総理大臣が衆議院本会議での所信表明演説で、自衛隊員らをたたえて拍手をしたことに関連し、「私は、さまざまな分野で働き、社会に貢献している方たち全員に敬意を表する気持ちだ。自衛官らだけを特別に取り上げて尊敬の対象とするのは、心の中に国民よりも軍隊優先という考えが潜んでいるからではないか」と指摘しました。
これに対し、安倍総理大臣は「所信表明演説では、困難な状況の中、国民のため、それぞれの現場において厳しい任務を全うする海上保安庁、警察、自衛隊の諸君に対し、心からの敬意を表そうと申し上げたものだ。また、国民よりも、海上保安庁、警察、自衛隊が優先するなどという考えは、根本的に間違っているだけでなく、彼らの誇りを傷つけるものだ」と反論し、指摘は当たらないという認識を示しました。
「自動運転 交通法規全体の見直しに取り組む」
自民党の関口参議院幹事長代行は、世界的に開発が加速する自動運転車について、「この分野で対応が遅れると、日本経済の屋台骨である自動車産業の競争力に重大な影響が出る。本格的な自動運転社会の到来を見据えた法整備を、速やかに検討すべきだ」と求めました。
これに対し、安倍総理大臣は「自動走行は、高齢者を含めた地域の新たな移動サービスの実現に寄与するとともに、わが国の自動車産業が世界をリードする競争力を維持するうえで不可欠な技術だ。２０２０年に高速道路での自動走行を、２０２５年ごろまでに完全自動走行を実現するため、交通法規全体の見直しにしっかり取り組んでいく」と述べました。
配偶者控除見直し「税制調査会で丁寧に議論を」
安倍総理大臣は、来年度の税制改正の焦点になっている所得税の「配偶者控除」の見直しについて、「女性が就業調整をすることを意識せずに働ける仕組みを作っていく必要がある一方、家庭における配偶者の貢献を評価すべきとの指摘もあり、働き方や家族の在り方について国民的議論を行いながら、十分に検討していくべき問題だ。引き続き、政府や与党の税制調査会で丁寧に議論を進めてもらいたい」と述べました。
しんぶん赤旗2016年9月29日(木)

戦争法　暮らし・経済　ＴＰＰ　沖縄米軍基地　改憲　暴走政治阻止　転換の道示す　南スーダンからの自衛隊撤退を　志位委員長が代表質問　衆院本会議

　日本共産党の志位和夫委員長は２８日の衆院本会議での代表質問で、国民に隠して進められる安保法制＝戦争法の運用の危険を明らかにし、同法の発動中止、南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）からの自衛隊撤退を要求。暮らしを応援し、経済を良くする具体的提案を示すとともに、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）、沖縄米軍基地、改憲などの問題で安倍暴走政治の転換を迫りました。
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（写真）質問する志位和夫委員長＝28日、衆院本会議


　安倍政権が戦争法を強行してから１年。政府は、南スーダンＰＫＯに派兵する自衛隊に「駆け付け警護」など戦争法に基づく新任務付与を想定し、訓練を開始しましたが、武器使用基準などを定めた「部隊行動基準」も訓練内容も一切、明らかにしていません。

　志位氏は、国民の理解を得ることなく戦争法を強行可決した上、運用まで「すべて国民に隠して事を進めるつもりか」と批判。内戦がいよいよ深刻となり、「ＰＫＯ参加５原則」が総崩れとなっている南スーダンの実態を示して「『殺し、殺される』初めてのケースとなる深刻な危険がある」と指摘し、南スーダンからの自衛隊撤退、憲法９条に立った非軍事の人道・民生支援の抜本的強化へと転換するよう主張しました。

　これに対し、安倍晋三首相は「ＰＫＯ参加５原則は一貫して維持されている」などと強弁。自衛隊の新任務付与について､｢現地の情勢や訓練の進捗（しんちょく）状況等を慎重に見極め、総合的に検討する｣などと答えました｡

　さらに、志位氏は「アベノミクス」の破たんについてふれ、安倍政権が参院選直後に２８兆円を超える大規模な「経済対策」を打つこと自体、「日本経済の悪化を自ら認めるもの」と指摘。国民の暮らしを応援し、経済を良くする「三つのチェンジ」を提案（別項）しました。

　このなかで、残業時間の上限を法律で規制する労働基準法改正、「サービス残業」根絶のための罰則強化という二つの提案を行い、「労働者の命､健康､権利を守る本物の改革を」と主張しましたが、安倍首相はまともに答えず､｢長時間労働の慣行を断ち切ることが必要｣などと繰り返しました｡

　また、志位氏は、輸入米の価格（ＳＢＳ価格）の偽装が発覚した問題を指摘し、「ＴＰＰによる影響の『政府試算』の前提が崩れた」と真相の徹底究明と「政府試算」の撤回を要求。しかし、安倍首相は「撤回の必要はない」などと強弁しました。

	暮らし応援へ「三つのチェンジ」

税金の集め方のチェンジ

・10％への消費税増税は中止し、消費税に頼らない財源論へ

・「税金は負担能力に応じて」の原則に立った税制改革を

税金の使い方のチェンジ

・社会保障の切り捨て計画を中止し、社会保障拡充路線に転換

・月額３万円の給付奨学金を70万人の学生に支給する制度の創設、拡充

・30万人分の認可保育所の緊急整備、保育士給与を月額５万円引き上げ

働き方のチェンジ

・残業時間の上限を法律で規制する労働基準法改正

・「サービス残業」根絶する罰則強化

・「残業代ゼロ法案」の撤回

・労働者派遣法の抜本改正


自民案「ベース」に憲法審査会で議論

首相認める

　改憲問題では、志位氏が「『自民党改憲草案』を『ベース』に憲法審査会で議論するというのが自民党の方針か｣とただしたのに対し､安倍首相は｢憲法審査会で､自民党が草案として示したように、各党がそれぞれ考えを示して議論していくことが必要」などと述べ、憲法審査会で「自民党改憲草案」を「ベース」に議論するのが自民党の方針であることを事実上認めました。

しんぶん赤旗2016年9月29日(木)

輸入米価格偽装・「自民党改憲案」での議論　容認の首相答弁は重大　志位委員長指摘

　日本共産党の志位和夫委員長は２８日、国会内で記者会見し、自らの代表質問に対する安倍晋三首相の答弁について「全体として、聞いている中心点はことごとく答えず、聞いていないことを長々と話されました」と語りました。

　この中で志位氏は、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）と憲法改定をめぐる安倍首相の答弁について重大な点を二つ述べました。

　ＴＰＰをめぐり、輸入米の価格偽装問題で「真相究明とともに『政府試算』の撤回が必要だ」と提起したことに対して、安倍首相が「撤回する必要はない」と明言したことの重大性を指摘。「今後、真相究明するつもりがあるのか、この問題にまともにとりくむ意思があるのかが問われます」と述べました。

　憲法の問題では、志位氏が「自民党改憲案をベース」に憲法審査会で議論することが自民党の方針なのかとただしたのに対して、安倍首相が事実上認めたことを強調。「否定しないだけでなく、憲法審の場で自民党としては『自民党改憲案』をベースにして議論していくということを事実上認めました。憲法を憲法でなくしてしまう『自民党改憲案』をベースにした議論を憲法審で行うことは全く論外です。ここは他の野党とも足並みをそろえてやっていけると感じました」と述べました。

　また志位氏は、ＴＰＰをめぐる価格偽装問題が国会審議に与える影響について問われ、２０１６年度第２次補正予算案に関連予算が計上されているとして、「補正予算案の議論を実のあるものにするうえでは、当然この問題での政府としての誠実な対応が見えなければいけません」と表明しました。

しんぶん赤旗2016年9月29日(木)

志位委員長の代表質問　衆院本会議

　日本共産党の志位和夫委員長が２８日の衆院本会議で行った代表質問は次の通りです。

風水害、熊本地震の被災者支援――「前例にとらわれない」支援を求める
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（写真）代表質問する志位和夫委員長＝28日、衆院本会議


　私は、日本共産党を代表して、安倍総理に質問します。

　この間、台風１０号をはじめ風水害が相次ぎました。犠牲となった方々への哀悼とともに、被災された方々にお見舞いを申し上げます。農漁業への被害、大震災からの復興途上での中小企業・業者への被害が深刻であり、被害実態にふさわしい支援を求めます。３２人もの命が奪われ、６人が行方不明となっています。風水害から命を守るために防災対策と避難計画の総点検が必要だと考えますがいかがですか。

　熊本地震から５カ月。住宅再建は切実な課題ですが、「一部損壊」と認定されると一切の支援策が絶たれることが大きな問題となっています。被災者生活再建支援法を改正し、「全壊」の場合の支援額を３００万円から５００万円に引き上げること、「半壊」「一部損壊」も支援対象にすることを強く求めます。総理は、熊本地震のさい、「前例にとらわれず、必要な支援を躊躇（ちゅうちょ）しない」と発言されました。いまこそ「前例にとらわれない」支援に踏み出すべきではありませんか。答弁を求めます。

安保法制＝戦争法の発動に反対し、その廃止を求める

全面的な運用段階――すべて国民に事を隠してすすめるつもりか

　安倍政権が、昨年９月１９日、安保法制＝戦争法を強行してから１年。この法制は、全面的な運用段階に入ろうとしています。８月２４日、稲田防衛大臣は、安保法制に基づく自衛隊の新任務の訓練に全面的に着手していくと表明しました。９月１２日、総理は、自衛隊幹部を前にした訓示で「今こそ実行の時だ」と号令をかけました。

　ところが総理は、所信表明で、安保法制について一言も触れませんでした。安保法制は、総理も認めているように国民の理解を得ることなく強行可決されたものです。その運用まで国民に理解を求めることなく強行するつもりでしょうか。

　政府は、南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）に派遣する自衛隊に「駆け付け警護」や「宿営地共同防護」など、安保法制に基づく新任務を付与することを想定し、訓練を開始しましたが、武器使用基準などを定めた「部隊行動基準」も、いかなる訓練を行っているかも、いっさい明らかにしていません。すべて国民に隠して事をすすめるつもりでしょうか。当然、国会に報告すべきではありませんか。答弁を求めます。

南スーダンＰＫＯ――安保法制の発動を中止し、自衛隊の撤退を求める

　南スーダンでは、７月、首都ジュバで、大統領派と副大統領派による大規模な戦闘が起こり、民間人数百人が死亡し、副大統領が国外に脱出するなど、内戦の悪化が深刻になっています。自衛隊の宿営地の隣のビルで２日間にわたって銃撃戦が起こり、宿営地内で複数の弾痕が確認されるなど、自衛隊は危険と隣り合わせで活動しています。この事態にさいして、国連安保理は、８月、４０００人のＰＫＯ部隊の増派を決め、この部隊には事実上の先制攻撃の権限が与えられました。

　総理は、今年１月の私の本会議質問に対して、「南スーダンＰＫＯの活動地域において武力紛争が発生しているとは考えておらず、派遣の前提となるＰＫＯ参加５原則は維持されている」と答弁しました。しかし、いま起こっているのは紛れもない内戦そのものではありませんか。「紛争当事者間の停戦合意」をはじめとする「ＰＫＯ参加５原則」はもはや総崩れではありませんか。安保法制に基づいて自衛隊に新任務を付与し、任務遂行のための武器使用を認めるならば、南スーダンが「殺し、殺される」初めてのケースとなる深刻な危険があると考えますがいかがですか。

　南スーダンにおける安保法制の発動は中止すべきです。自衛隊を南スーダンから撤退させ、日本の貢献は、憲法９条にたった非軍事の人道支援、民生支援の抜本的強化へと転換すべきです。総理の明確な答弁を求めます。

　日本共産党は、憲法違反の安保法制＝戦争法を廃止し、立憲主義を取り戻すために、他の野党、広範な市民の運動と協力し、全力をあげることを表明するものです。

暮らしを応援して、経済を良くする「三つのチェンジ」を提案する

２８兆円の「経済対策」――日本経済の悪化を自ら認めるものではないか

　暮らしと経済の問題について質問します。

　総理は、所信表明で、「アベノミクス」によって「経済の好循環」が生まれていると自画自賛しました。しかし、日本経済の６割を占める個人消費は、２０１４年度、１５年度と、戦後初めて２年連続マイナスとなりました。月ごとでみても、家計消費は、昨年９月以来、２月のうるう年効果を除けば、１１カ月連続で前年比マイナスが続いています。「好循環」どころか、「アベノミクス不況」とも言うべき状況に陥っているというのが、ことの真相ではありませんか。

　安倍政権は、参院選直後に、２８兆円を超える大規模な「経済対策」を打ち出しました。政権発足以来、最大規模となる「経済対策」＝景気対策を打たねばならない。そのこと自体、日本経済の悪化を自ら認めるものではありませんか。

　しかも、この「経済対策」は、リニア建設への巨額の公的資金投入をはじめ、借金頼みの大型開発への「バラマキ」という、破たんが証明された対策が中心です。リニア新幹線は、それ自体が、巨額の建設費、採算見通しのなさ、環境破壊など、さまざまな問題点をもっています。だいたいこの事業は、ＪＲ東海が民間資金で行うとしていた事業であり、公的資金を投入しても工事量が増えるわけではありません。当面の「経済対策」として、いったいどのような効果が見込まれるというのですか。採算が取れなくなった場合に国民が負担を肩代わりする、国民にリスクを肩代わりさせるだけではありませんか。

「税金の集め方」――消費税頼みをやめ、「負担能力に応じて」の原則で税制改革を

　大企業がもうければ、いずれは国民の暮らしに回ってくるという「アベノミクス」の破たんは今や明瞭です。日本共産党は、国民の暮らしを応援して、経済を良くする、次の「三つのチェンジ」を提案するものです。

　第一は、「税金の集め方のチェンジ」です。消費税頼みの財源論が行き詰まっていることは、８％への増税が家計消費と日本経済への甚大な打撃となり、２度にわたって１０％への増税を延期せざるを得なくなっていることからも明らかです。１０％への増税は中止し、消費税に頼らない財源論へのチェンジが必要です。

　株取引にかかる税金が軽いため、所得１億円を超える富裕層ほど所得税の負担率が軽くなるという逆転現象が生まれています。研究開発減税などもっぱら大企業が使う優遇税制のため、法人税の実際の負担率は、中小企業の２０％程度に対して、大企業は１２％になるという逆転現象が生まれています。総理、これは誰がどう考えても不公平ではありませんか。この不公平をただし、「税金は負担能力に応じて」の原則に立った税制改革で、暮らしを支える財源を賄うべきだと考えますがいかがですか。

「税金の使い方」――大切な税金は、社会保障、若者、子育てに優先して使う

　第二は、「税金の使い方のチェンジ」です。国民からお預かりした大切な税金は、まず、社会保障、若者、子育てに優先して使う。これが日本共産党の提案です。

　社会保障をめぐって、医療、介護、生活保護などの大改悪案が、政府の審議会で出され、来年度の予算案や法案で具体化されようとしていることは、きわめて重大です。介護保険では、「要支援１、２」と認定された人の保険給付はずしに続いて、「要介護１、２」と認定された人のデイサービス、ホームヘルパー、介護ベッド・車いすなどの福祉用具貸与などの保険給付はずしが具体化されようとしています。全額自己負担となれば負担は１０倍です。日本ホームヘルパー協会は、この動きに反対して次のようにのべています。

　「初期段階における、専門性の高い生活援助サービスの提供こそが、利用者の気力のおとろえの回復や交流不足を補い、生活の再生、状態の維持・改善、悪化の防止に繋（つな）がり、わずかな支援で、高齢者が自分らしく暮らす期間を長くすることができる助けになっていることを、介護の実践を通して確信しております。また、それは、将来の介護給付費削減につながると認識しております」

　総理、日々、介護の最前線で頑張っておられる専門家のこの声をどう受け止めますか。「要支援１、２」と「要介護１、２」をあわせれば、「要支援」「要介護」と認定された人全体の６５％を超えます。高い保険料を徴収しながら、６５％以上の人から保険給付を取り上げるというのは「国家的詐欺」というほかないではありませんか。

　社会保障の拡充は、何よりも憲法２５条の要請です。社会保障の切り捨て計画を中止し、社会保障拡充路線に転換することを、強く求めるものです。

　総理は、所信表明で、「給付型の奨学金の実現」をはかるとのべましたが、どのような規模の制度にするかが問題です。日本共産党は、月額３万円の給付奨学金を７０万人の学生に支給する制度を創設し、規模を拡大していくことを提案しています。制度をスタートさせるうえで必要最小限の提案だと考えますがいかがですか。

　総理は、所信表明で、「保育の受け皿整備を加速する」とのべましたが、規制緩和による「詰め込み」でなく、保護者が安心して預けられる保育が必要です。日本共産党は３０万人分の認可保育所の緊急整備の提案をしています。野党共同で保育士の給与を月額５万円引き上げる法案を提出しています。「未来への投資」という総理の言葉が真実なら、これらの提案は、あまりに当然のものではありませんか。答弁を求めます。

「働き方」――労働者の命、健康、権利を守る本物の改革を

　第三は、「働き方のチェンジ」です。総理は、所信表明で、「働き方改革」を行うとして、「長時間労働の慣行を断ち切る」とのべました。本気でこれに取り組むというならば、二つのことをやるべきです。

　一つは、残業時間の上限を法律で規制する労働基準法改正です。「残業は月４５時間、年間３６０時間以内」という大臣告示を法定化することを強く求めます。いま一つは、「サービス残業」＝ただ働きを根絶するために、違法なただ働きが発覚したら残業代を２倍にして払わせる罰則を科すということです。ここに踏み込む意思がありますか。

　同時に、長時間労働をなくすというなら「残業代ゼロ法案」を撤回すべきです。この法案は、成果で賃金を払うことと一体に、労働時間規制をなくし、残業代支払い義務をなくしてしまおうというものです。そんな制度が導入されれば、とめどもない長時間労働が強制され、「過労死」をひどくすることは明らかではありませんか。この悪法はきっぱり撤回することを強く求めるものです。

　総理は、所信表明で、「『非正規』という言葉を一掃する」とのべました。しかし、一掃すべきは「言葉」ではなく「使い捨て」という働かせ方ではありませんか。改悪につぐ改悪を積み重ねてきた労働者派遣法を抜本改正し、非正規から正社員への流れをつくる雇用のルールの強化をはかるべきではありませんか。

　日本共産党は、財界のもうけのために働くものを犠牲にするニセ「改革」でなく、労働者の命、健康、権利を守る本物の改革を強く求めるものです。

ＴＰＰ協定の批准に断固反対する――輸入米の価格偽装は重大

　安倍政権は、この臨時国会で、ＴＰＰ協定（環太平洋連携協定）の批准を強行しようとしています。

　多国籍企業がグローバルにもうけるために、各国の国内産業・雇用・国民生活を犠牲にするＴＰＰの矛盾は、他のＴＰＰ参加国の国内でも広がっています。

　アメリカでは、大統領候補がそろって現行のＴＰＰ協定案反対を公約にしています。参加国のＧＤＰ（国内総生産）の６割を占めるアメリカが承認しない限り、現行ＴＰＰ協定は発効しません。総理は、協定発効へのどういう見通しをもっているのですか。当選を果たした大統領が、公約をたがえるとでも考えているのですか。

　ＴＰＰにかかわって、この間、新たな大問題が発覚しました。輸入米の価格＝ＳＢＳ価格が偽装されていたという問題です。政府はこれまで「輸入米の国内販売価格は国産米と同水準だから、ＴＰＰでコメは影響を受けない」と説明してきました。ところが、その輸入米の価格が偽装され、政府の公表より「６０キロで最大３６００円」も安く販売されていたという事実が明らかになったのです。ＴＰＰによる影響の「政府試算」の前提が崩れたのです。さらに農水省は、２年も前にこの価格偽装の情報を得ていたことを認めています。だとすれば、政府は真相を隠し、国民を欺いてきたことになるではありませんか。真相の徹底究明と、誤った前提に基づく「政府試算」の撤回を求めます。

　先の参議院選挙では、ＴＰＰが争点となった東北で、自民党は６県中５県で野党統一候補に敗北しました。総理は、この民意をどう受け止めていますか。日本共産党は、日本の食料と農業、食の安全、経済主権を、多国籍企業に売り渡すＴＰＰ協定の批准に断固反対してたたかいぬく決意を表明するものです。

沖縄への常軌を逸した強権――日本の地方自治、民主主義の根本が問われている

　安倍政権の沖縄に対する強権的なふるまいは、常軌を逸したものです。

　安倍政権は参院選直後、人口１４０人の東村高江地区に、全国から５００人もの機動隊を動員して、反対する住民を力ずくで排除し、米軍オスプレイ着陸帯建設を強行しました。警察が生活道路を封鎖する、自衛隊ヘリが空から重機を運び込む、防衛局が無断で国有林を大量伐採する――どれも違法行為そのものではありませんか。

　辺野古の米軍新基地建設をめぐっても、安倍政権は、総務省の国地方係争処理委員会が、国と県との「真摯（しんし）な話し合い」を求めたにもかかわらず、話し合いによる解決を放棄し、県を一方的に提訴するという暴挙に打って出ました。これは国と自治体が対等・協力の関係であることを定めた地方自治法を根底から蹂躙（じゅうりん）する態度ではありませんか。

　参議院選挙では、辺野古新基地建設反対の「オール沖縄」の伊波洋一候補が、自民現職閣僚を１０万票を超える大差で破って勝利し、沖縄選出の衆参６人の国会議員の全員が「オール沖縄」の議員となり、自民党議員はゼロとなりました。総理、選挙で、このうえなく明瞭な民意が示されているにもかかわらず、それを一顧だにしない態度が、民主主義の国で許されると考えているのですか。

　問われているのは日本の地方自治、民主主義の根本です。しかと答弁願いたい。

北朝鮮の核・ミサイル開発、「核兵器のない世界」について

　北朝鮮の核実験は、弾道ミサイル発射とともに、世界の平和と安定にとっての重大な脅威であり、国連安保理決議違反の暴挙であって、わが党は厳しく糾弾するものです。北朝鮮の核・ミサイル開発に国際社会がどう対応すべきか。二つの点が大切だと考えます。

　第一は、軍事対軍事の危険な悪循環でなく、対話による解決に徹することです。３月の国連安保理決議では、制裁措置の強化とともに、６カ国協議の再開を強く呼びかけました。核・ミサイル開発を放棄させるために、北朝鮮を６カ国協議という対話のテーブルにつかせる、そのために中国を含む国際社会が一致して制裁の厳格な実施、強化をはかることなど、政治的・外交的努力を抜本的に強めることが重要であります。

　第二は、より根本的には、国際社会が本気になって「核兵器のない世界」への具体的行動に取り組むことが重要となっています。すなわち、核兵器禁止条約の国際交渉開始という方向に進むことが、北朝鮮の核開発の口実を失わせ、核開発放棄を迫るうえで、急務となっています。国際社会が「われわれはもう核を捨てる。だからあなたも捨てなさい」と迫ることが、北朝鮮に対して、最も強い立場に立つことになるのではないでしょうか。

　いま「核兵器のない世界」の扉を開く画期的な動きが起こっています。８月、国連の核軍縮作業部会が、核兵器禁止条約の締結交渉を来年中に開始することを、国連総会に勧告する報告書を採択したのです。来年中の交渉開始を支持しているのは、国連加盟１９３カ国の過半数となる１０６カ国にのぼります。しかし、日本政府は、作業部会での採決で棄権しました。唯一の戦争被爆国の政府の対応としては、あまりに情けないものではありませんか。こうした態度を抜本的に見直すことを強く求めるものです。

憲法問題――立憲主義否定の「自民党改憲案」を「ベース」にした議論など論外

　最後に憲法改定問題について質問します。総理は、参院選投票日の翌日の会見で、「いかにわが党の案をベースにしながら３分の２を構築していくか。これがまさに政治の技術」と公言しました。

　しかし、「自民党改憲案」は、憲法９条２項を削除し、「国防軍」の保持を書き込み、海外での無制限の武力行使を可能にするとともに、「公益及び公の秩序」の名で基本的人権の大幅な制約を可能にするなど、憲法によって権力を制限するという立憲主義を根底から否定し、憲法を憲法でなくしてしまう恐るべき内容が満載されています。この案を「ベース」に憲法審査会で議論するというのが自民党の方針ですか。わが党は、憲法改定の発議をする憲法審査会を動かすことにはもともと反対ですが、「自民党改憲案」を「ベース」にした議論など、いよいよもって論外といわねばなりません。

　日本共産党は、「現行憲法の前文をふくむ全条項をまもり、とくに平和的民主的諸条項の完全実施をめざす」という明確な対案を掲げ、それを綱領で明記しています。いま変えるべきは憲法でなく、憲法をないがしろにした自民党政治であることを訴え、代表質問を終わります。

しんぶん赤旗2016年9月30日(金)

暴走ストップ　政治の転換を　国民の声示し安倍政権に迫る　市田副委員長が代表質問　参院本会議　参院選の市民・野党共闘のうねり　さらに

　日本共産党の市田忠義副委員長は２９日の参院本会議の代表質問で、戦争法＝安保法制、暮らしと経済、ＴＰＰ（環太平洋連携協定）、沖縄米軍基地、原発、憲法などあらゆる分野で国民多数の願いに逆行する安倍政権の暴走を国民の声をつきつけて告発し、昨年来、全国でわき起こった市民革命的なたたかいと手をたずさえて対決していく姿勢を打ち出しました。
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（写真）代表質問する市田忠義副委員長。奥は安倍晋三首相ら＝29日、参院本会議


　野党と市民が全国的規模で選挙協力をおこなった参院選後最初の国会論戦。市田氏は、戦争法に反対するたたかいを通じて多くの人々が主権者としての強い自覚をもって立ち上がったことの意義を語り、「安倍政権の暴走が続く限り、このうねりはさらに大きくならざるをえないだろう」と力を込めました。

　とりわけ、戦争法の具体化をめぐる南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）へ派兵される自衛隊への新任務付与によって、「殺し、殺される」危険が現実のものになりかねません。

　市田氏は、自衛隊員の家族や関係者から「息子がいつ戦地に行くかと思うだけでも気が狂いそうになる」などの悲痛な声があがっていることを紹介し、「この声にどう答えるのか」と迫りました。

　ところが､安倍首相は｢レッテル貼りは全くの的外れ｣｢自衛隊の活動にあたっては、安全を確保しつつ適切に任務を遂行しうるよう万全の体制を整える」などと答弁。実態から目をそらす姿勢を際立たせました。

　さらに、市田氏は「いま危機とリスクに直面しているのは、日本経済と国民の暮らしだ」と指摘。大リストラが行われている電機産業の実態、経済主権・食料主権を投げ捨てるＴＰＰへの反対世論の広がりなどを示し、国民の暮らしを土台からあたためる経済政策への切り替えを強く迫りました。安倍首相は「アベノミクスは道半ば」などと繰り返すだけでした。

　深刻な矛盾が噴出する原発政策で、市田氏は、福島原発事故の汚染水対策の「切り札」として打ち出された凍土壁が凍らない問題を指摘し、「根本的な見直しが必要」と強調。川内原発への不安の広がりや高速増殖炉「もんじゅ」の破綻などをあげて、「いまこそ国民の声にこたえて原発ゼロを決断し、原発再稼働を中止することを強く求める」と述べました。

　安倍首相は「汚染水の影響は福島第１原発の港湾内に完全にブロックされ、状況はコントロールされている」「（核燃料サイクルは）必要なプロセス」などと開き直りました。

しんぶん赤旗2016年9月30日(金)

市田副委員長の代表質問　参院本会議

　日本共産党の市田忠義副委員長が２９日の参院本会議で行った代表質問は次の通りです。
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（写真）代表質問する市田忠義副委員長＝29日、参院本会議


熊本地震、風水害の被害――住宅再建の支援拡充求める

　私は日本共産党を代表して安倍総理に質問します。

　まず、熊本地震の被災者のみなさん、一連の台風、大雨、洪水被害にあわれた各地のみなさんに心からお見舞いもうしあげるとともに、被害からの復旧と生活・生業（なりわい）の再建のために政治が全力を尽くすことを、強く政府に求めます。とりわけ、すべての復旧・復興の基礎である住宅の再建については、被災者生活再建支援法を抜本的に改正し、対象を広げ、支援額を５００万円に引き上げることを求めます。

戦争法――自衛隊を南スーダンから撤退させ、非軍事の人道民生支援を

　今国会は、参院選後最初の論戦の場となります。

　今回の参院選は、戦後初めて、野党と市民が全国的規模で選挙協力をおこなうという歴史的な選挙となりました。この議場には、全国３２の１人区のうち、３分の１をこえる１１の選挙区で勝利された、市民と野党の共同の議員がおられます。

　この歴史的状況をつくりだしたのは、安保法制＝戦争法に反対するたたかいをつうじて、多くのひとびとが主権者としての強い自覚をもって立ち上がり、「自分たちの政治だから、自分たちで担う」「野党は共闘」と主張した、昨年来、全国でわき起こった、日本の歴史でも初めての市民革命的な動きでした。そして総理、そのうねりを生み出す原因をつくったのが安倍政権がすすめる、立憲主義と憲法破壊の強権政治だったのです。

　安保関連法に反対するママの会の方は、「“安保関連法を廃止に”から始まったママの運動でしたが、与党・野党の議員と懇談を重ねる中で、安保法制が沖縄の基地問題やＴＰＰ（環太平洋連携協定）など本当にいろいろな問題とつながっていることに気づきました。選挙で勝って政治を変えることがすべての解決に向かう一歩だと気が付いたのです」と語っておられます。

　安倍政権の暴走が続く限り、このうねりはさらに大きくならざるを得ないであろうことを指摘しておきます。

　４野党は、党首合意の上に、(1)安保法制の廃止・立憲主義の回復、(2)アベノミクスによる国民生活の破壊、格差と貧困の拡大の是正、(3)ＴＰＰや沖縄問題など、国民の声に耳を傾けない強権政治を許さない、(4)安倍政権のもとでの憲法改悪反対、という「共通政策」の柱を確認しました。

　総理は、「この道を前へ」が国民の声だと述べられました。しかし、野党と市民が国民的大義のある共通政策を掲げたのにたいして、選挙戦を通じて、「この道」がなにか、具体的には何も語られませんでした。語られたのは「アベノミクスのエンジンをふかす」ということと、野党にたいする｢野合｣批判ばかりでした。

　あなたが語らなかった、そして所信表明でも触れられなかったのが戦争法の具体化です。

　いま自衛隊が派遣されている南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）は、首都ジュバでの大統領派と副大統領派による大規模な戦闘の発生など情勢の悪化の中で、その性格をさらに大きく変えてきています。国連安保理は８月、「地域防護部隊」４０００人の増員を決め、この部隊の権限について、事実上の先制攻撃を認めました。いよいよ日本の自衛隊が参加する条件はなくなったというべきではありませんか。

　南スーダンが“内戦状態でない”などといっているのは世界の中で安倍政権ぐらいであります。ところが政府は、南スーダンＰＫＯへ派遣する自衛隊に、「駆け付け警護」や「宿営地共同防護」の新たな任務を加え、その任務遂行のための武器使用も認めようとしています。そんなことになれば自衛隊員が「殺し、殺される」危険が現実のものになりかねません。すでに、１１月に派遣予定の、青森市に駐屯する東北方面隊傘下の第９師団第５普通科連隊では、派遣準備訓練が開始されています。家族や関係者からは「息子がいつ戦地に行くかと思うだけでも気が狂いそうになる」「人様の童（わらし）さ犠牲にする安倍首相は絶対に許せねえ」などの悲痛な声が上がっています。

　総理はこの声にどうこたえるのですか。こんな「おどろおどろしい」ことを実行しようとしているのが安倍政権ではありませんか。

　南スーダン派遣部隊への新任務の付与と武器使用の拡大は、海外での武力行使を禁じた憲法９条に明らかに違反します。

　自衛隊を南スーダンから撤退させ、非軍事の人道支援、民生支援を抜本的に強化すること、これこそ憲法９条を持つ日本が世界に誇れる国際貢献ではありませんか。答弁を求めます。

経済と暮らしこそ危機に直面――暮らしを温める経済政策こそ

　総理は、所信表明で、「世界経済はいま大きなリスクに直面しています」と述べられました。しかし総理、いま危機とリスクに直面しているのは、日本経済と国民の暮らしではありませんか。

　そのことは、政府が総額２８・１兆円もの大規模な経済対策を打ち出さざるをえなかったことによっても、みずから証明しています。

　しかもその中心をしめるのは、リニア建設への公的資金投入など大型開発事業へのバラまきです。こういうやり方は、経済効果が乏しく財政を借金漬けにするとして歴史的にその失敗が証明ずみのものではありませんか。

　日本経済の実態はどうなっているか。民間消費支出が名目で０・１％低下、家計消費支出は、ほぼ１年にわたって前年比マイナスが続いています。

　日本経済新聞の日本の主要大企業へのアンケート調査によると、日本経済は「横ばい」が７８・９％。その理由として「個人消費の伸び悩み」を挙げた人は実に８２・８％にのぼりました。

　問題ははっきりしているのです。大企業や大資産家が利益やもうけを増やしさえすれば、いずれ国民経済に回ってくる、というアベノミクスの破たんを認め、国民の暮らしを土台から温める経済政策にチェンジすることこそ唯一最大の経済政策ではありませんか。

　日本共産党はそのために、(1)所得や資産など負担能力に応じた負担の原則に立って、大資産家や大企業にその能力に応じた負担を求める改革をすすめる、(2)あつまった税金は、大型開発へのバラまきをやめ、社会保障、若者、子育てに優先して使う、(3)人間らしく働けるルールへとチェンジする、という三つのチェンジを提案しています。

　ところが安倍政権は、見当違いの経済対策を打ち出すだけではなく、社会保障の全面的な削減に踏み出そうとしています。これは国民への負担増と生活不安、将来不安を一層募らせ、民間消費・個人消費を活性化させるという求められる経済政策とは完全に逆行する最悪の政策と言わなければなりません。

まともな給付が受けられなくなる介護保険の改悪は国家的詐欺

　なかでも介護保険の改悪は許しがたいものです。

　総理が議長を務める経済財政諮問会議は介護保険の生活援助サービスについて「軽度者に対する給付の見直しや地域支援事業への移行を含め検討をおこなう」ことを打ち出しました。すでに、要支援１、２は介護保険の対象から外されています。加えて、要介護１、２まで保険給付の対象外としたり、給付を「薄く」すれば、「要介護・要支援」と認定された人の６５％がまともな給付を受けられなくなります。まさに保険あって給付なし、国家的詐欺と言われても仕方ないではありませんか。

　切り捨てようとしている生活援助サービス、掃除、洗濯、調理などは、もちろんたいせつなサービスです。あわせて、このサービスは生活援助を通じて高齢者の状態把握を行うというきわめて重要な役割も果たしているのです。生活援助と状態把握、適切な介護の提供は一体不可分のものであり、介護保険制度の枠内でのサービスであってこその生活援助であります。日本ホームヘルパー協会などが「専門性の高いサービスこそ生活の再生、状態の維持・改善、悪化の防止につながる」と指摘しているのはきわめて当然であります。生活援助サービスなどの給付外し、保険給付の切り下げは決してやるべきではないと考えますが、いかがですか。

長時間労働なくすというなら「残業代ゼロ法案」を撤回すべきだ

　総理は「働き方改革」といって、「長時間労働をなくす」「同一労働同一賃金」を実現すると言われました。

　本気でそう思われるのなら、異常な長時間労働の規制こそ急務であります。なかでも、事実上青天井になっている残業時間の上限の法的規制は待ったなしと言わなければなりません。昨年、衆院予算委員会でわが党の志位委員長が明らかにしましたが、当時、日本経団連、経済同友会の役員企業３５社のうち、３３社が「月４５時間」の大臣告示をこえる残業協定を結んでいました。さらに２８社、８０％は政府が過労死ラインとしている８０時間をこえる協定を、１３社は驚くべきことに月１００時間以上の残業協定を結んでいました。

　こうした状況を放置することは断じて許されません。「残業は月４５時間、年間３６０時間」という大臣告示を法定化するなど、厳格な法的規制を行うべきだと考えますが、総理にその意思はありますか。

　日本経団連は、「時間でなく成果で評価する労働時間制度の導入、裁量労働制の対象拡大などを求め」ています（「２０１６年度事業方針」）。これは、「残業代ゼロ法案」を成立させよというものです。政府がこんな要求に応じれば、より一層の長時間労働を強いることは明らかではありませんか。総理、長時間労働をなくすというのなら、財界の理不尽な要求をはねのけ、「残業代ゼロ法案」を撤回すべきであります。

　電機産業で働く労働者らでつくる電機労働者懇談会によると、電機大企業ではこの５年間に、２７万人以上の正社員、非正規社員を含めると４０万人をこす大リストラが行われ、ある生産ラインでは、正社員２人を除いてすべて派遣社員に切り替えられたそうです。総理は､｢非正規｣という言葉をなくそうといわれました。しかし、なくすべきは言葉ではなく、現実に進む職場全体の「非正規社員化」の実態ではありませんか。それとも総理は、派遣社員が派遣元に常用雇用さえされていれば、それはすべて正社員だというのですか。それこそ、非正規で働かせる実態は放置したまま、事実を覆い隠そうということにほかならないではありませんか。

ＴＰＰ――各国で反対世論、あくまで日米多国籍企業に奉仕するのか

　政府は今国会でＴＰＰ協定案と関連法案をしゃにむに押し通そうとしています。しかし、先の通常国会では両案とも成立を断念せざるを得ませんでした。なぜか。

　農林水産品の８２％、聖域とした農産物重要５項目でも約３割で関税撤廃を約束しておきながら、「聖域を守る」とした国会決議は「守られた」、という政府の強弁が通用しなくなったからであります。

　政府が、ＴＰＰ協定案について国会に審議を求めるのなら、交渉経過、およびその全貌を示す資料を国会に提出することが不可欠の前提であります。ところが、政府は、標題以外はすべて黒塗りという完全な隠ぺいを行い、担当大臣であった甘利氏は、睡眠障害を理由に説明責任を放棄してしまいました。

　これでは、審議の前提すら欠いていたというべきです。そのことを認めますか。

　政府は、今国会で審議したいというのなら、交渉経過を国民の前に明らかにすること、交渉担当者であった甘利氏から十分な説明がなされることが不可欠だと思いますが、そういう措置をとられますか。

　ＴＰＰ協定案は、重要５項目を聖域とした国会決議に真っ向から反しています。それだけでなく、日米の多国籍企業のために、食の安全をないがしろにし、医療、雇用、保険・共済、国・自治体の調達など、あらゆる分野の「非関税障壁」を撤廃するものです。さらにＩＳＤ条項によって多国籍企業が政府や自治体の施策に介入・干渉する「権利」を保障するなど、わが国の経済主権、食料主権を投げ捨てるものにほかなりません。

　だからこそ、先の参議院選挙で、ＴＰＰの影響をとりわけ強く受ける東北各県で自民党は敗北したのではありませんか。

　ＴＰＰは日本だけでなく、アメリカ、オーストラリア、ニュージーランドなど、協定を結んだ各国でも国内産業と雇用を奪うものだとして大きな反対の世論が巻き起こっています。国際的にも国内的にも大きな矛盾が広がっているなかで、なぜあなたはＴＰＰ協定の批准を急ぐのですか。食料主権と国内産業を犠牲にして、あくまでも日米の多国籍企業に奉仕する安倍政権は、それこそ亡国の政権と断ぜざるをえません。

沖縄――総理がやるべきは建設工事中止と北部訓練場の無条件返還

　総理は、参院選で一度も沖縄にはいかれませんでした。そして辺野古新基地建設をすすめる担当大臣は、沖縄県民からノーの審判を受けて落選し、「オール沖縄」の伊波洋一氏が１０万票以上の大差をつけて圧勝しました。県民の意思はこの上なく明確になりました。

　それに安倍政権はどうこたえたか。参院選から一夜明けた７月１１日早朝、オスプレイが離着陸する着陸帯建設を強行したのです。反対する住民を力ずくで排除する安倍政権の強権的な振る舞いは絶対に許されません。

　総理は､0･９６ヘクタールのヘリパッドを既存の訓練場内に移設することで､北部訓練場､4000ヘクタールの返還が可能となるとのべましたが､これほど国民を愚弄(ぐろう)する言葉を私は知りません｡

　この「０・９６ヘクタール」の周辺には、六つの着陸帯に囲まれ、昼夜を分かたぬ騒音と恐怖にさらされている高江の住民が住んでいるのです。その苦しみを総理はどのように受けとめているのですか。

　米海兵隊の報告書『戦略展望２０２５』には、４０００ヘクタールの返還区域は「使用不可能」と書かれています。もともと米軍にとっては無用の長物とでもいうべき地域だったのです。

　在日米軍のさまざまな特権を認めている日米地位協定でさえ、「必要でなくなったときは、いつでも日本国に返還しなければならない」と定めているではありませんか。

　総理がいまやるべきことは、建設工事を直ちに中止し、アメリカに対して、北部訓練場の無条件返還を求めることであります。答弁を求めます。

原発再稼働の強行は深刻な矛盾――中止させるべきだ

　安倍政権が暴走する原発再稼働の強行は、さまざまな分野で深刻な矛盾に突き当たっています。

　ひとつは、福島第１原発の状況です。

　政府は、再稼働のために福島原発事故を「終わったもの」にしようと、避難指示をあいついで解除し、賠償・支援を打ち切ろうとしています。しかし、生活圏である地域の立て直しのめども立たないまま、避難指示を解除したから戻れと言われても、住民が安心して暮らしを成り立たせることはできません。地域で生活が成り立つようになるまで、賠償の延長と必要な支援を行うべきだと思いますがいかがですか。

　福島事故は終わっていません。その原因さえいまだに究明されてはいません。政府の「中期ロードマップ」によれば、汚染源に地下水を近づけないこと、今年度中に建屋内への地下水の流入を１日当たり１００立方メートル未満に抑制するというものでした。その切り札とされていたのが凍土壁でした。ところが凍土壁は凍らず、政府の検討会でも「遮水能力が高いというのはほとんど破たんしている」（橘高義典・首都大学教授）と指摘されました。総理はかつて「完全にコントロールされている」といいましたが、その言い分は完全に破たんしているではありませんか。いまこそ汚染水対策の根本的見直しが必要と考えますが、総理にその意思はありますか。

　二つには、九州電力川内原発への不安が広がっていることです。前知事は再稼働に同意しました。しかし、熊本地震が発生し、あらためて原発事故への不安と、避難計画の不備が明らかになりました。それが争点となった７月の鹿児島知事選で県民は、川内原発の一時休止を公約に掲げた三反園知事を選びました。

　三反園知事は、深刻な事故が起きた場合、現行の避難計画では住民の安全は守れないとの判断をしています。政府は住民の避難計画は地元の自治体がつくると繰り返し言ってきましたが、前知事のつくった避難計画が不十分であると現知事が判断した以上、避難計画を抜本的に見直すべきであります。

　県知事の同意もなく、避難計画も存在しない川内原発は稼働を中止させるべきではありませんか。

　三つは、高速増殖炉「もんじゅ」の破たんです。まともに運転されたことがない「もんじゅ」の廃止は当然です。同時に、核燃サイクルの中核である「もんじゅ」の破綻は、核燃サイクルと使用済み核燃料処理方針の破たんをも示すものです。である以上、六ケ所村の核燃料再処理工場もきっぱりと廃止すべきではありませんか。

　処理しようのない使用済み核燃料をこれ以上ふやしてはなりません。どの世論調査でも原発再稼働反対は５割をこえています。いまこそこの国民の声にこたえて原発ゼロを決断し、原発再稼働を中止することを強く求めるものであります。

変えるべきは憲法をないがしろにする政治の方だ

　最後に総理の憲法観をお尋ねします。

　総理は、参院選挙で憲法改定については一切語りませんでした。ところが、投票日翌日の記者会見で「いかにわが党案をベースにしながら３分の２を構築してゆくか、これがまさに政治の技術と言っていい」と述べられました。「だまし討ち」ではありませんか。「政治の技術」＝すなわち手練手管で国の在り方の根本を規定した憲法を変えるつもりなのか。立憲主義・民主主義否定の最たるものといわなければなりません。

　総理はあたかも、憲法は変えるのが当然で、どこをどう変えるのかがこれからの課題だ、と言わんばかりです。しかし、９条という、世界でも最もすすんだ恒久平和の条項を持ち、３０条にわたるきわめて豊かな先駆的な人権規定が盛り込まれているなど、日本国憲法は世界でも先駆的な内容を持っています。

　変えるべきは憲法ではなく、憲法をないがしろにする政治こそ変えるべきであります。「自民党改憲草案」は、９条２項を変えて国防軍の設置を明記し、海外での無条件の武力行使を可能にしようというものです。さらに憲法９７条、「この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、人類の多年にわたる自由獲得の努力の成果であって、これらの権利は、過去幾多の試錬に堪え、現在及び将来の国民に対し、侵すことのできない永久の権利」と明記した条項をまるごと削除しています。ここにこそ、基本的人権を制約しようという、自民党と総理の本音がくっきりと示されているではありませんか。これらをベースにした議論など論外といわなければなりません。

　日本共産党は、綱領で「現行憲法の前文をふくむ全条項をまもり、とくに平和的民主的条項の完全実施をめざす」と明記しています。施行後７０年余にわたって、憲法を守り、その内容を豊かに発展させてきた日本国民とともに、かけがえのない現憲法を守り抜くことを表明して、私の質問を終わります。
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【民進・蓮舫代表会見詳報（上）】新潟県知事選「国政を持ち込むよりは、県民の代表を選ぶ選挙だ」

記者会見する民進党の蓮舫代表＝２９日午後、東京・永田町の党本部 
　民進党の蓮舫代表は２９日の記者会見で、安倍晋三首相の所信表明演説に対する各党の代表質問が終わったことを踏まえ「議論が深まらなかった」と述べ、３０日から始まる衆院予算委員会で、引き続き提案を交えながら首相を追及する考えを示した。詳細は次の通り。
　◇
　先ほど参院本会議で、安倍晋三首相の所信表明演説に対する各党の代表質問が終わった。全体的に議論が深まらなかった。代表質問という特異性というか、ワンウェイ、一方通行なので、お互いが思っていることが、なかなかかみ合わないのは非常に残念だが、３０日から衆院予算委員会も始まる。お互い消化不良と思えていた部分をいい形で審議して、提案も引き続き行いながら、首相の認識も確認して、議論を前に進めていければいいなと思っている。
　今週末は衆院福岡６区の補欠選挙の応援に入る。（久留米市などを選挙区とする）福岡６区は基本的に農家の多い地帯だ。先週末（の２５日）、北海道の十勝に入って、特に豪雨、台風災害もあったが、そうした自然災害がない地域の農家の方たちからも、ＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）に対する不安の声は、かなり差し迫った問題として聞かれることが多い。今回も声を聞ける機会があればと思っているが、そうした声は国会での質疑で役に立てていきたい。
　もう一つ、これは非常に申し訳ない。残念だが、富山の政党交付金をめぐる不適正が明らかになった問題について、あってはならない。特に政党交付金は国民から信頼を得て、いただいているから、不正に使われたということがあってはならない。すでに政務活動費関連で、正しい使い方をしていなかった議員は除名している。今回の（富山）県連の話では、党として直接調査することにして、すでに着手している。野田佳彦幹事長と党地方組織の立て直しを担務とする江田憲司代表代行に指揮を執っていただく。とにかく不信、疑念があっては決していけないと思っているので、速やかに調査して、一体どういうことがあったのか、実態を解明したい。
　もう一つ、昨日の代表質問に戻るが、安倍首相は随分強い口調で、児童扶養手当に反応していた。よく見ていただきたいと改めて思う。児童扶養手当を今、引き上げてほしい。２２億円の差で、第２子、第３子への手当てに所得制限を入れないでもらいたいというのは、ひとり親のお子さんの貧困率が現政権に入って、上がっているからこその私の提案だった。「民主党政権のとき」という悪口を（首相は）よく話すが、あのときには、子供の貧困は今ほど悪化していない。あのときに求められていた声は、それまでの自民党政権が実行してこなかった父子家庭のひとり親家庭に対する児童扶養手当。それを私たちは新たに作って、１年間で１５０億円の予算措置をしている。その時代、その時代に合わせて、求められる需要は変わってくる。限られた財源の中でどこに優先順位を置くのか。私たちは優先順位に応える政治をしてきたので、今の政治で足りないものを提案したものを、４年前、過去にさかのぼって、声を大にして私を批判されるというのは、一国の総理として残念だなという思いを今、強く思っている。これは引き続き、予算委員会などでも提案していく。
　－－自民党が党大会を３月にずらしたことで、１月の衆院解散がとりざたされている
　「党大会がいつであろうと、衆院はいつでも首相のご判断で解散できるので、常在戦場、いつでも戦える態勢を整えていきたい」
自民党議員によるＴＰＰ「強行採決」発言
　－－衆院ＴＰＰ特別委員会の理事を務める自民党の福井照衆院議員が党の派閥会合で、「（前委員長の）西川（公也）先生の思いを強行採決という形で実現するように頑張る」と発言した
　「その発言を直接うかがっていないが、びっくりした。与党の責任ある理事の方の発言とは、とても議会人として思えない。首相の（所信表明演説の最中に行われた）、先日の衆院（本会議）での（自民党議員による）スタンディングオベーションもそうだが、私の質問に対する、ある意味、真正面から答えない（首相の）乱暴な答弁もそうだが、与党のおごりでしかない。これは厳しく臨んでいきたいと、私たちの方針は決まっている」
　－－福井氏は先ほど、自民党の竹下亘国対委員長に発言の責任を取って辞任すると申し出て、了承された。これで幕引きにしようという考えのようだ
　「責任を取ることは当然だと思うが、どういう意味合いで強行採決すると発言されたのか、ぜひ明らかにしていただかないと、それが間違いだったのか、それとも違う意味合いだったのかも含めて、聞かせていただかないと、これから、われわれＴＰＰの審査に入っていくときに、そこはもうクビを切ったから、なかったですよという話には、すんなりならないと思う」
新潟県知事選
　－－２９日に告示された新潟県知事選で、民進党は共産、社民、生活の各党が推薦した（衆院新潟５区の元民進党公認候補予定者で無所属新人の）米山隆一氏の推薦を見送った。その理由は何か。共産党の志位和夫委員長は、共闘の輪に民進党も入ってほしいと発言している。どう対応するか
　「組織として、組織が機関決定したことを私は覆しはしない。ただ、（民進党としては）自主投票を決めている。特に新潟は、（東京電力柏崎刈羽）原子力発電所の問題が常にある。泉田裕彦前知事も大変ご苦労されていたと思うが、やはりここは政党間の戦い、特に国政を持ち込むというよりは、県民の代表を選ぶわけだから、県民がどのような思いをもって今回のさまざまな投票行動に出るのか、注視して見守りたい」
　－－新潟県知事選で米山陣営から、野田幹事長は米山氏の擁立に前向きだったが、県連代表の黒岩宇洋（たかひろ）衆院議員（衆院新潟３区）が「自主投票を決めたから」とかたくなに譲らなかったという話が出ている。こうした経緯を把握しているか。黒岩氏の対応に問題があると考えているか
　「今の前提そのものを私は把握していない。そして、そうした事実はないと思っている」
　－－新潟県知事選に関連し、民進党は２７日の持ち回り常任幹事会で、米山氏の衆院新潟５区の公認内定取り消しを決定した。インターネットなどでは、懲罰的な解任処分で、重ねてむちを打っているといった意見が出ている。こうした処分に至った理由は
　「私たちは組織です。今までいろいろな部分で、組織の規律を守れなくて国民の信頼を失ってきた痛い経験を持っている。だからこそ、私は組織の規律はしっかり守るという前提で、全てを進めている」
　「米山さんは民進党の（新潟５区）総支部長として、（新潟県知事選をめぐる）県連の意思決定の場所にも参加し、ご自身の（出馬）表明をしない形で進めて、県連の（自主投票という）意思決定に賛成している。その後、思いがあって、ご意向が変わったと思うが、われわれの規約の中では、ご指摘いただいた処分というよりも、そうした形になるとご理解ください」
　－－新潟県知事選について、米山氏が出馬する経緯をめぐって、党県連代表の黒岩氏に地元の連合が反発して、関係が悪化しているようだ。受け止めは
　「ごめんなさい。特段、受け止めはありません」
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【民進・蓮舫代表会見詳報（下）】憲法改正「優先順位高くない」　生活不安の解消を強調
　新潟県知事選などがテーマになった２９日の民進党の蓮舫代表の記者会見。記者団とのやり取りでは、１０月の衆院補欠選挙や憲法改正も話題になった。詳細は次の通り。
富山の政党交付金問題
　－－富山の政党交付金の問題については、具体的にどういう調査をするか
　「報道などで言われている部分では不正請求、虚偽申告ではないかと。そういった事実があったとすれば当然許せない。あってはいけないことなので、実態がどうだったのか、まず早急に調査を行う。その調査の結果がどういうものだったのかも見せていただきたいし、事実関係を明らかにさせていただこうと思っている。次に県連をどのように立て直していくか、組織として、みなさま方の信頼を（どのように）取り戻していくか、それを江田憲司代表代行にお願いしている」
　－－富山の政党交付金の問題に関連し、民進党富山県連は、富山市議補選と県議補選で候補を擁立しない方針だ。地方での党勢拡大の機会を逃したのでは
　「党勢拡大は常に求めなければいけないと思うが、今回議席を失った理由を考えたときに、その理由は相当反省しなければいけないものだ。ここで党勢拡大を優先で考えるのは、望ましくないのかなと率直に思う」
衆院補選「シンプルな構図、否定しない」
　－－カジノを中心とする統合型リゾート施設（ＩＲ）整備推進法案に関し、超党派の国際観光産業振興議員連盟の会合が今日開かれ、今国会での法案成立を目指すことで合意した。法案についての考えは
　「ＩＲに限らず、議連というのは、自らの目的の法案を通すための活動を常に行っていくので、決して珍しいことではない。今回の臨時国会の長さも含めて、相当課題が山積しているときに、何を優先順位で臨んでいくかというバランスも考えなければいけない。合わせて（民進党の）ネクスト内閣が発足したばかりなので、部門会議でどのような議論をこれからも続けていくのか。もう少し考えさせてください」
　－－民進党内には法案に賛成、反対の人がそれぞれいる。党内をまとめていく上での考えは
　「法案が実際に出るのかどうかも判断しないといけないと思うが、われわれは民主主義的な議論を経て、決まったことは守る。この原則を守ることに尽きる」
　－－１０月の衆院東京１０区、福岡６区の両補欠選挙で、共産党は選挙協力に前向きだ。東京１０区で野党統一候補に向けて調整を進める考えはあるか
　「基本的には、私たちはどの選挙でも、民進党がこういう旗を立てる。私たちが中心となって、候補者を公認で擁立していく方針は変わらない。ただ、総選挙と違って補欠選挙で、全国で２カ所しかないので、（与党対野党という）シンプルな構図に持っていくことができるなら、否定するものではない。野田佳彦幹事長に、その部分はどういうことができるのか、（検討を）お願いしている」
　－－天皇陛下のいわゆる生前退位について、政府が法案を出す前に、衆参両院議長が意見を聞く場を作ろうという動きがある。首相も「一定の段階で、与野党も交えて議論することを考えている」と発言した。こうした協議の場に民進党としてどう臨むか
　「立法府の一員として、静かに国会で議論するのはやらなければいけないと思っている。党としてどういうふうにするのか。野田幹事長には、早い段階で、党内で、どういう形で議論できるのか、固めてくださいと指示を出した」
　－－衆院憲法審査会の会長に自民党の森英介元法相が就任した。蓮舫氏は民進党代表選でも、憲法改正が最優先か考えなければいけないとおっしゃっていた。憲法審査会の進め方は
　「どの委員会も調査会も審査会も議運があって、それぞれの委員会などの理事同士の話し合いがあって、運営というのは決まっていく。党代表がこうだと言ったところで、合議制の中で通るはずもないと思っている。そこは立法府のそれぞれのルールにのっとった判断に委ねたい」
　－－民進党内の憲法改正の議論は、今の段階で優先順位は高いか
　「国会の憲法審査会で、全ての理事が合意して開催されたら、立法府の一員として当然、積極的に参加する。党内で憲法調査会はつくる方向で今、野田幹事長にお願いしている。その上で私の意識として、優先順位（が高いの）は、憲法改正ではない。これは代表選で何度も訴えている。それよりもむしろ、今まさに底割れしている生活の不安とか、消費に向かわない将来のさまざまなライフステージにおける不安を取り除く。政府が最重要課題としている働き方改革に賛成できるのか、提案がどこまでできるのか。こちらのほうがむしろ優先されると思っている」
　－－３０日から始まる衆院の予算委員会で、平成２８年度第２次補正予算案などをめぐり、どんな議論を期待したいか
　「そうですね。どんな議論を期待と…期待する立場ではないので、一緒に戦う立場なので、まさに（プロ野球）広島カープのような、北海道日本ハムファイターズのようなスコンと抜けるような、期待を持っていただける議論を行っていきたいし、そうしてもらいたいと指示している」
　－－野田幹事長は２７日の衆院本会議の代表質問で、消費税率１０％への引き上げ再延期について首相に「後世で厳しく糾弾される」と警告した。民進党として、来年４月に増税すべきという考えか
　「岡田克也前代表のもとで、来年の予定通りの消費税増税には反対する形で夏の参院選を戦っている。今後、どこの時点で、そして代替財源、それに至るまでの行政サービスを充実させる。社会保障サービスを。この議論はこれから始めたいと思う」（完）
４野党共闘ならず＝民進自主投票、原発で溝－新潟知事選
　２９日告示された新潟県知事選（１０月１６日投開票）は、自民、公明両党が推す前長岡市長の森民夫氏と、共産、生活、社民３党が推薦する医師の米山隆一氏が激突する構図だ。東京電力柏崎刈羽原発の再稼働問題が主な争点で、結果は国のエネルギー政策にも影響を与えそうだ。だが、野党第１党の民進党は自主投票を決め、参院選で共闘した共産党など３野党との足並みは乱れた。
　野党４党は７月の参院選新潟選挙区（改選数１）で候補を一本化し、自民党現職に競り勝った。知事選でこの再現を狙う共産党などは、民進党と連携したい考えだった。だが、同党の支持団体である連合新潟が森氏支援に回ったため、与党との相乗りを避けたい民進党は最終的に自主投票を余儀なくされた。この結果、共産党など３党は米山氏を担ぎ出すしかなかった。
　背景にあるのは、原発再稼働への野党４党の立場の違いだ。民進党が電力総連を傘下に抱える連合とともに再稼働を条件付きで容認するのに対し、共産党などは反対。４党は１０月の衆院２補選や次期衆院選でも共闘を目指しているが、こうした政策面の溝が改めて障害となる可能性もある。　
　民進党の対応に、共産、社民両党の地元関係者からは不満が漏れているという。ただ、共産党の志位和夫委員長は２８日の記者会見で「民進党も自主投票だから、できるだけ共闘の輪の中に入ってほしい」と、あくまで「次」につなげたい考えを強調。社民党の吉田忠智党首も２９日の会見で「ぜひ４党の枠組みで戦いたかったが残念だ」と批判めいた発言は控えた。
　これに対し、民進党の蓮舫代表は２９日の会見で「政党間の戦い、国政を持ち込むよりは、県民がどのような思いを持って投票するのか注視したい」と語り、共闘にこだわらない姿勢を示した。（時事通信2016/09/29-18:46）
新潟知事選、新顔４人が立候補　原発へのスタンスに注目
朝日新聞デジタル松浦祐子、田中恭太、渥美好司2016年9月29日18時35分

ガンバローを三唱をする陣営支持者ら＝新潟市中央区（選挙カーなどにモザイクをかけています）
　新潟県知事選は２９日告示され、無所属の新顔４人が立候補した。東京電力柏崎刈羽原発が立地する同県で、再稼働に慎重な姿勢をとり続けてきた泉田裕彦知事が立候補を取りやめた。候補者は国や東電にどう向き合おうとしているのか、有権者はそれぞれの立場で論戦を注視する。１０月１６日、投開票される。
　立候補したのは、元団体職員の三村誉一（７０）、同県の前長岡市長の森民夫（６７）、医師の米山隆一（４９）、行政書士の後藤浩昌（５５）の４氏。
　原発再稼働を進める与党の自民、公明の推薦を受ける森氏と、共産、社民、生活が推薦し、福島第一原発事故の避難者らが加わる市民団体が支援する米山氏は、新潟市内で第一声を上げた。
　森氏は「安全確保最優先。国の結果が出ても、県の技術委員会や市町村と協議し、検証する。国や東電に私は意見が言える」とアピール。応援に駆けつけた自民の古屋圭司選挙対策委員長は、「エネルギー政策も原子力政策もただ反対、批判するだけでは何も生まれない」と主張した。
　米山氏は、福島第一原発事故の原因、健康や暮らしへの影響、重大事故時の避難方法の「三つの徹底的な検証がない限り、再稼働の議論は始められない。泉田知事の路線の継承を約束する」と訴えた。
　柏崎刈羽原発は、原子炉７基の出力が合計８２０万キロワットで世界最大。福島第一原発と同様、電気の送り先は県内ではなく、東京などの首都圏だ。２００７年の中越沖地震で火災や放射能漏れが起きて以来、１２年３月までに全７基が止まった。東電はまず２基の再稼働を目指し、原子力規制委員会の適合性審査は終盤を迎えている。
　地元には、原発の安全性を議論する住民組織「地域の会」があるが、再稼働に対する考え方は分かれる。
　柏崎商工会議所常議員で、産業資機材会社経営の石坂泰男さん（５２）は森氏を推す。「県民の安全を最優先する点で候補者間で大きな差はない」と指摘。「泉田知事はいつも強い対決姿勢をとるのが問題。避難計画や原発の安全対策を充実させ、地域経済の停滞を少しでも解決するなら、国や東電との議論を前に進めなければ。森氏がいちばん交渉力にたけている」と話す。
　刈羽村の脱原発団体のメンバー高桑千恵さん（７０）は、泉田路線を継ぐ米山氏を応援する。ひとたび大事故が起きると全村避難となるため、「原発のひざ元の住人は不安から一時も逃れられない。再稼働に厳しい姿勢で臨む人に知事になってほしい」と話した。米山氏が「事故が人々の人生に与える影響」の調査も公約しており、「原発以外の社会問題にも広い視野で取り組んでくれそう」と期待する。（届け出順、四角囲み政党は推薦）（松浦祐子、田中恭太、渥美好司）
新潟県知事選 　野党足並みそろわず　原発再稼働巡り
毎日新聞2016年9月29日　22時36分（最終更新　9月29日　22時36分）
　２９日告示された新潟県知事選（１０月１６日投開票）は共産、社民、生活３党が民進党を離党した新人の無所属候補を推薦したのに対し、民進党は自主投票を決め、野党４党の足並みがそろわなかった。争点の原発再稼働で反対姿勢を示す共産など３党と、再稼働容認の余地も残す民進党とのスタンスの違いが浮き彫りになった格好で、今後の野党共闘にも影を落とす。 
　社民党の吉田忠智党首は２９日の記者会見で７月の参院選を挙げ「新潟選挙区では４党共闘で勝利できた。その枠組みを作れなかったのは残念だ」と述べた。 
　知事選は東京電力柏崎刈羽原発の再稼働が争点。民進党の次期衆院選新潟５区の公認候補に内定していた米山隆一氏（４９）が再稼働に慎重だった泉田裕彦知事の路線継承を表明し、共産など３党が推薦した。 
　一方、民進党の支援団体・連合新潟は、再稼働を進める自公が推薦した森民夫氏（６７）を支持する。民進党の蓮舫代表は２９日の会見で「新潟は原発問題が常にある。政党間の戦いを持ち込むよりは、県民がどのような思いで投票行動に出るのか注視したい」と述べるにとどめた。 
　ただ、足並みの乱れは衆院東京１０区、福岡６区両補選（１０月２３日投開票予定）での候補一本化に向けた協議に水を差しかねない。共産党の志位和夫委員長は２８日、「民進党はできるだけ共闘の輪に入ってきてほしい」と注文した。 
　同知事選には森、米山両氏のほか、元団体職員の三村誉一氏（７０）、海事代理士の後藤浩昌氏（５５）が出馬している。【朝日弘行、葛西大博】 
しんぶん赤旗2016年9月30日(金)

未来に責任もつ県政に　新潟知事選告示　米山候補訴え

　新潟県知事選が２９日告示（１０月１６日投票）され、「新潟に新しいリーダーを誕生させる会」（共産、社民、生活、新社会、緑の５党、市民団体などで構成）から、米山隆一氏(４９)＝前民進党衆院５区総支部長＝が立候補し、新潟駅前で第一声をあげました。各野党代表、県議・市議や市民団体代表などが並びました。日本共産党の志位和夫委員長がメッセージを寄せました。
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（写真）第一声で県民の声が届く県政実現を訴える米山知事候補＝29日、新潟市


　米山候補は「福島原発事故から５年たっても故郷に戻れない避難者がたくさんいる。繰り返してはならない。柏崎刈羽（かしわざきかりわ）原発再稼働について、泉田裕彦知事の路線を継承し、原因究明、健康・生活への影響、避難対策の三つが徹底検証されない限り、再稼働の議論はしない」と力説。さらに「子育て、医療、介護など県民の思いが届き、未来に責任が持てる県政を実現したい」と訴えました。

　森裕子選対本部長（参院議員）は「米山候補は、安倍政権の言いなりで原発再稼働するのでなく、泉田知事の意思を引き継ぎ、県民の安全のために身をささげる決意をしてのたたかい。どうか勝たせてください」と訴えました。

　日本共産党の藤野保史衆院議員は「原発、ＴＰＰ（環太平洋連携協定)､憲法など安倍政権言いなりの知事では願いを実現できない。参議院選挙で示された県民の良識を米山候補に寄せてください｣と呼びかけました｡

　知事選には他に、前長岡市長で自民・公明党が推薦する森民夫氏（６７）ら３人が立候補しました。

　民進党は自主投票を決めています。

「１月解散」、強まる観測＝与党幹部、引き締め図る
　来年１月召集の通常国会冒頭に、安倍晋三首相が衆院を解散するのではないかとの観測が強まってきた。自民党幹部らは２９日、「１月解散」を念頭に一斉に発言。選挙準備を怠らないよう引き締めを図った。首相の意中は不明だが、与党側の動きに対し、野党の警戒は強まっている。
　「いつ選挙があってもいいように準備を怠りなくやっておく。お互い覚悟の上でこの世界に入ってきたわけだから、力を合わせて頑張ろう」。自民党の二階俊博幹事長は、同日の二階派総会でこう語り、準備に万全を期すよう訴えた。
　自民党は来年の党大会開催を例年の１月から３月にずらした。日程変更を主導した二階氏が早期解散の可能性をにおわせれば当然、党内は騒がしくなる。同党の中堅議員は「何があってもいいように準備を進めないといけない」と漏らす。
　同党の各派領袖（りょうしゅう）も派閥会合で解散に言及した。麻生太郎副総理兼財務相は「地元との関係は急に出来上がらない。自分で歩いて回らないと票にはならない」と強調し、額賀福志郎元財務相は「常在戦場のつもりで、緊張感を持って頑張っていくことが大事だ」と訴えた。
　公明党も「１月解散」をにらみ、選挙準備を加速させる構えだ。山口那津男代表は２８日の講演で、「首相が決断しようとしたときに準備できていないからやめてくれという与党では困る。常在戦場で自分自身を磨けと（党内に）言っている」と語った。
　公明党は、国政選挙並みに重視する来年夏の東京都議選と衆院選の「ダブル選」を避けたいのが本音。高水準を維持する内閣支持率に揺らぎが生じないうちに首相が解散に踏み切れば、同党も議席維持に好都合との計算ものぞく。民進党や共産党の野党共闘が整う前に仕掛ければ有利に働くとの思惑もある。　
　もっとも、自民党では「１月解散」の他に、２０１７年度予算成立後の「１７年春解散」や１８年１月の通常国会冒頭との見方もある。二階氏らの発言は「選挙基盤の弱い新人議員に向けた引き締めが狙い」（関係者）と指摘する向きもある。
　民進党の蓮舫代表は２９日の記者会見で「衆院はいつでも首相の判断で解散ができる。いつでも戦える体制を整えたい」と述べ、選挙準備を急ぐ考えを示した。（時事通信2016/09/29-20:19）
解散への備え怠るな＝二階自民幹事長
　自民党の二階俊博幹事長は２９日の二階派総会であいさつし、早期の衆院解散・総選挙が取り沙汰されていることについて「いつ選挙があってもいいというような準備を怠りなくやっておく。お互いに覚悟の上でこの世界に入ってきたわけだから、みんなで力を合わせて頑張ろうではないか」と述べ、選挙準備を加速させるよう指示した。（時事通信2016/09/29-13:23）
自民各派、解散準備訴え　民進も「年明け」警戒

共同通信2016/9/30 00:25
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記者会見する菅官房長官＝29日午後、首相官邸　自民党各派閥の会合などで29日、衆院解散・総選挙に向けた準備を急ぐよう求める発言が相次いだ。公明党の山口那津男代表が早期解散論に言及したことも踏まえ、各派幹部は、4年の衆院議員任期が12月で折り返しを迎えるとして「常在戦場だ」と訴えた。野党の民進党も来年1月の通常国会冒頭での解散があり得ると警戒を強めた。

　二階俊博幹事長は「いつ選挙があってもいいという準備を怠りなくやっていく（ことが重要だ）」と強調。年明け解散の観測が与野党で浮上していることに「気分のいいものではないが、そういう世界にわれわれは身を置いている」と述べた。

二階氏 　「解散準備怠るな」　自民党内で発言相次ぐ
毎日新聞2016年9月29日　22時35分（最終更新　9月29日　22時42分）
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自民党の二階俊博幹事長＝藤井太郎撮影
　自民党の二階俊博幹事長は２９日の二階派の会合で、衆院解散について「いつ選挙があってもいい準備をおさおさ怠りなくやっていく」と述べた。公明党の山口那津男代表が「いつでもありうる」と発言するなど与党内では来年１月の早期解散が取りざたされており、党内を引き締めた格好だ。 
　二階氏は山口氏らの発言を念頭に「このごろ解散がどうだと新聞に載せられると、気分のいいものではない」とも述べ、解散日程を巡る臆測が広がることへの警戒感もにじませた。 
　しかし、自民党内は浮足立っている。２９日の各派閥の会合でも早期解散をめぐる発言が相次いだ。麻生太郎副総理兼財務相は「次の選挙が近いかもしれないと（選挙区を）歩いている顔もあり、よく回っていると心から安心している」とあいさつ。額賀福志郎元財務相も「参院選では衆院議員も頑張っていただいた。今度は衆院議員が戦う番で、常在戦場のつもりで緊張感を持つことが大事だ」と呼び掛けた。 
　無派閥の小泉進次郎農林部会長も党の会合後、記者団に「解散は（任期）４年間のうちいつでもある。衆院議員はその認識でなければならない」と述べた。【飼手勇介】 
産経新聞2016.9.29 23:08更新 
解散風、自民にも波及　二階俊博幹事長ら幹部、相次ぎ準備指示　
　公明党が早期解散に前向きな発信を強める中、自民党幹部も２９日、派閥の会合で準備を指示し、“解散風”は確実に広がっている。
　二階俊博幹事長は二階派の会合で「いつ選挙があってもいいという準備を怠りなくやっていく」と表明。２１日には記者団に「いま誰も解散なんか考えていない」と述べており、発言が変化したのは明らかだ。
　最大派閥・細田派会長の細田博之総務会長は「いつどういうことがあっても大丈夫な準備も怠りなく、ぜひ頑張ってほしい」、額賀派会長の額賀福志郎元財務相は「常在戦場のつもりで緊張感を持っていくことが大事だ」とそれぞれハッパをかけた。
　菅義偉官房長官も記者会見で「常在戦場は当然のことだ」と述べ、党内で早期解散に後ろ向きな発言は見当たらない。小泉進次郎農林部会長は記者団に「（解散は）いつでもある。衆院議員はその認識じゃなきゃいけない」と語った。
　党幹部の準備指示は「いま解散したら何人もの若手が落選しかねない」との危機感があるためだ。“追い風”の選挙しか経験していない当選１、２回の衆院議員が全体の４割にあたる約１２０人と多く、支持基盤の弱い議員も少なくない。
　望月義夫幹事長代理は所属する岸田派の会合で、衆院東京１０区補選の候補者公募で有望な人材が４人ほどいたと説明。「代えたほうがいいところがあれば代えるとの話もある」と述べ、現職でも候補を差し替える可能性に言及した。
産経新聞2016.9.29 11:23更新 
自民・小泉進次郎氏、１月解散説に「『いつでもある』の認識でいないと」

自民党の小泉進次郎農林部会長（斎藤良雄撮影） 
　自民党の小泉進次郎農林部会長は２９日、安倍晋三首相が来年１月の通常国会冒頭で衆院解散・総選挙に踏み切るとの観測が出ていることについて「（衆院議員任期の）４年間のうち、いつでもある。衆院議員はその認識じゃなきゃいけないのではないか」と述べた。
　自身が進めている農業改革への影響については「（改革を進めることは）党全体、政府の思いだ」と述べ、解散に左右されないとの見方を示した。
公明代表「解散いつでも」　１月説、首相判断を尊重の考え

東京新聞2016年9月29日 朝刊

　公明党の山口那津男代表は二十八日、東京都内で講演し、衆院解散・総選挙の時期について「ここから先は任期中、いつあってもおかしくない」と述べた。安倍晋三首相が来年一月の通常国会冒頭での解散を決断した場合の対応に関し「拒否するわけにはいかない。いつやるかは首相の判断次第だ」と強調した。

　山口氏は、十二月で二年を過ぎる衆院議員任期を踏まえ「（解散まで）余りある時間があるわけではない」と指摘。「首相が決断するとき、準備ができていないからやめてくれという与党では困る。（党内で）常在戦場だと言っている」とした。

　首相が解散を決めた際には「お互いに選挙協力もあり、呼吸を合わせてやる」と、首相から事前に山口氏に相談があるとの見方を表明。公明党が重視する来年夏の東京都議選と同じ時期の衆院選は望ましくないとの考えも明らかにした。

　これに対し、民進党の安住淳代表代行は記者会見で「正しい考え方だ」とした上で「常在戦場だ。いつでも受けて立つ」と応じた。安住氏は「われわれは衆院で百議席を下回っており、選挙をやらないと議席は増えない」と主張した。共産党の志位和夫委員長も会見で「早期解散にも対応できるよう、野党の選挙協力の話し合いを速やかに進めたい」と語った。

　与党内の一月解散説は、首相が年末の日ロ首脳会談で北方領土交渉を進展させて、これを「追い風」に衆院選に持ち込むとの観測から浮上している。

自民 各派閥で解散・総選挙の準備促す発言相次ぐ
ＮＨＫ9月29日 15時13分
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２９日開かれた自民党の各派閥の会合で、幹部からは「いつ選挙があってもいいというような準備を怠りなく行うことは当然だ」などと、衆議院の解散・総選挙に向けた準備を促す発言が相次ぎました。
このうち、二階幹事長は「いつ選挙が来るかわからないということを覚悟のうえで政治の世界に入ってきたわけだから、いつ選挙があってもいいというような準備を、おさおさ怠りなくやっていくのは当然のことだ」と述べました。
また、二階氏と同じ派閥の伊吹元衆議院議長も「衆議院議員は、常在戦場の気持ちを大切に、いついかなるときも解散というものを念頭に置いて、日常活動をしっかりやっておかなければならない」と述べました。
さらに、額賀元財務大臣は「今度は衆議院議員が戦う番だ。常在戦場のつもりで緊張感を持って頑張っていくことが大事だ」と述べたほか、麻生副総理兼財務大臣は「地元との関係は急にできあがるわけではなく、時間のかかる話だ。きちんと手間暇かけて自分で歩いて回らないかぎり票にはならないので、その点だけはお願いしたい」と呼びかけました。
産経新聞2016.9.29 23:14更新 
解散風吹かす公明党　その真意は？　世代交代進まずベテラン続投、そして本音は「大惨敗」トラウマ再来の回避
　にわかに浮上した「１月衆院解散・総選挙」説。その発信源と目されているのが公明党だ。「いつ解散があってもおかしくない」として早期解散に備えた態勢作りを急ぐ山口那津男代表ら幹部の脳裏には、「追い込まれ解散」で大惨敗を喫した平成２１年衆院選の悪夢もちらついているようだ。
　「解散は安倍晋三首相が考えることだ。われわれはいつも受け身だ」
　山口氏は２９日、参院本会議で首相への代表質問を終えた後、記者団にこう述べた。早期解散容認を修正したかに映るが、ベテラン議員は「１７日の党大会以降、幹部の発言の焦点が解散に当たっているのは事実だ。幹部留任も早期解散にらみの布陣だ」と解説する。
　山口代表の５選が決まった党大会では現体制を維持した。井上義久幹事長、漆原良夫中央幹事会会長、太田昭宏前代表は「６９歳定年」の党の内規の例外だが、早期解散ならば引退せず安定した力が発揮できることになる。
　もっとも、本音は苦い思い出の再来を避けたいことにあるようだ。公明党が早期解散を訴える構図は２０年９月に発足した麻生太郎政権でもあった。代表だった太田氏は「先延ばしするほど状況は悪くなる」と麻生氏に再三、早期解散を求めたが、結局１年後に「追い込まれ解散」に。太田氏や北側一雄幹事長（当時）ら８選挙区の前職全員が落選し、全体で１０減の２１議席という大惨敗だった。当時の落選者は「いまだに党のトラウマだ」と振り返る。
　確かに来年早期の解散は公明党に最良だ。来夏は重視する東京都議選を控え、前後３、４カ月の解散は論外。都議選後は衆院議員任期が１年を切る年末以降の解散となり、「追い込まれ色」を帯びる。また、３１年夏の参院選まで約２年間、国政選挙がない状態となり、支持母体の創価学会幹部は「“選挙疲れ”から脱し、日常活動に力を入れることができる」と漏らす。
　党関係者は早期解散について「首相が聞き入れてくれるかは分からない」と慎重な見方を崩さない。だが、こうも続けた。
　「早期解散を意識すれば国会審議も引き締まる。風なら風で、ずっと吹かせておけばいい」（千葉倫之）
自民各派、解散準備訴え　民進も来年１月を警戒

東京新聞2016年9月30日 朝刊

 　自民党各派閥の会合などで二十九日、衆院解散・総選挙に向けた準備を急ぐよう求める発言が相次いだ。公明党の山口那津男代表が早期解散論に言及したことも踏まえ、各派幹部は、四年の衆院議員任期が十二月で折り返しを迎えるとして「常在戦場だ」と訴えた。野党の民進党も来年一月の通常国会冒頭での解散があり得ると警戒を強めた。

　二階俊博幹事長は「いつ選挙があってもいいという準備を怠りなくやっていく（ことが重要だ）」と強調。年明け解散の観測が与野党で浮上していることに「気分のいいものではないが、そういう世界にわれわれは身を置いている」と述べた。

　麻生太郎副総理兼財務相は「選挙は（支持組織などを）歩いて回らないと票にならない」と、地元で活動を始めるよう促した。細田博之総務会長も「いつどういうことがあっても大丈夫なよう、準備を頑張っていただきたい」と要請した。

　額賀福志郎元財務相は「（参院選が終わって）今度は衆院議員が戦う番だ。緊張感を持って頑張ることが大事だ」と語った。菅義偉官房長官は記者会見で「選挙が終わったら次の選挙へ向けて、常在戦場というのは当然だ」と指摘した。

　民進党内でも早急に対応する必要があるとの意見が相次いだ。蓮舫代表は会見で「衆院は首相の判断でいつでも解散できる。いつでも戦える態勢を整えていきたい」と表明。細野豪志代表代行は自身のグループ会合で「衆院選はいつあってもおかしくないので、準備を進めよう」と指示した。赤松広隆前衆院副議長も別の会合で「蓮舫代表にもっと地方を回るようにお願いした方がいい」と述べた。

輸入米不透明取引　ＴＰＰ試算「撤回必要ない」　首相、やり直し要求拒否

東京新聞2016年9月29日 朝刊

 　安倍晋三首相は二十八日の衆院代表質問で、輸入米の入札を巡り民間業者の不透明取引が発覚したことを受けて、野党が要求している環太平洋連携協定（ＴＰＰ）発効による影響試算のやり直しについて「輸入量に相当する国産米を買い入れ、国内の需給や価格に与える影響を遮断する。試算撤回の必要はない」と拒否した。

　問題があったのは、海外の安いコメの輸入が国内農家の打撃とならないよう、国の管理下で輸入する「売買同時入札」（ＳＢＳ）。輸入業者が卸業者に「調整金」（リベート）を支払って、実質的に国が管理する価格より安い輸入米が流通できる状態となっていた。

　共産党の志位和夫委員長は、国連平和維持活動（ＰＫＯ）参加のため陸上自衛隊が派遣されている南スーダンで、七月に大規模な戦闘が起きたことについて「内戦そのものだ」と自衛隊の撤退を求めた。首相は「現在、現地の情勢は比較的落ち着いており、ＰＫＯ参加五原則は一貫して維持されている」と、活動を継続させる考えを示した。五原則は、紛争当事者間の停戦合意などを参加要件としている。

　沖縄県の米軍普天間（ふてんま）飛行場（宜野湾（ぎのわん）市）の移設に伴う名護市辺野古（へのこ）での新基地建設に関し、志位氏は「民意を一顧だにしない態度が民主主義の国で許されるのか」と、政府を批判。首相は「普天間の危険性を除去し、沖縄の基地負担を軽減するという思いは国も県も同じ。民主主義に反するとは考えていない」と反論した。（横山大輔）

◆与野党論戦　女性が先陣

　二十八日の参院代表質問で、民進党の蓮舫代表に続き、自民党の橋本聖子参院議員会長が質問に立った。参院事務局によると、参院の代表質問で、第一、第二会派ともに、最初の登壇者が女性だったのは初めて。

　代表質問は衆参両院で三日間程度行われることが多い。所属する議員数が多い会派は複数の議員が質問に立つ。最初に質問を行うのは各会派とも幹部が多い。橋本氏は七月、自民党で初めて女性で参院議員会長になった。

　スピードスケートで冬、自転車競技で夏の五輪にそれぞれ出場経験がある橋本氏は二〇二〇年東京五輪・パラリンピックの開催に向けて、東京都と政府が連携するように要望。北朝鮮の核実験などに対する厳しい対応も求めた。
ＴＰＰ「強行採決」と発言＝自民・福井氏、特別委理事辞任へ
　自民党の福井照衆院議員は２９日の二階派総会で、政府・与党が今国会での承認を目指している環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案に関し、「（衆院ＴＰＰ特別委員長だった）西川公也先生の思いを強行採決という形で実現するよう頑張らせていただく」と発言した。この後、竹下亘国対委員長が福井氏を呼び厳重注意。同氏は務めていた同特別委理事を辞任する意向を示した。
　福井氏は同日、二階派入会を了承された。発言は入会に当たってのあいさつで出た。
　この後、記者団に対し、「ＴＰＰはこの国会でどうしても採決したいという安倍晋三首相の思いを言ったにすぎない。誤解を招いて申し訳ない」と陳謝した。
　審議入り前の「強行採決」発言に野党は反発。民進党の蓮舫代表は記者会見で「びっくりした。与党の責任ある理事の発言とは思えない。与党のおごりでしかない」と批判した。（時事通信2016/09/29-18:26）
自民・福井氏 　「ＴＰＰ強行採決」発言　特別委理事を辞任
毎日新聞2016年9月29日　22時39分（最終更新　9月29日　22時39分）
　衆院の環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）特別委員会理事を務める自民党の福井照衆院議員は２９日の二階派会合で、ＴＰＰ承認案・関連法案について「西川（公也・前特別委員長）氏の思いを強行採決という形で実現するように頑張らせていただく」と述べた。党は審議に影響すると判断し、福井氏の理事辞任が決まった。 
　福井氏は記者団に「この国会で採決をしたいという気持ちということだ。誤解を招いたことは大変申し訳ない」と釈明した。福井氏は竹下亘国対委員長に理事を辞任する意向を伝え、了承された。 
　先の通常国会では、西川氏が出版予定だった著書に非公開の情報が含まれていたため野党が反発。ＴＰＰ承認案は継続審議となり、委員長も交代していた。 
　民進党の蓮舫代表は記者会見で福井氏の発言について「与党のおごりでしかない」と批判した。【水脇友輔】 
米国務長官、ＴＰＰ年内承認に期待
　【ワシントン時事】ケリー米国務長官は２８日、ワシントンでの講演で「環太平洋連携協定（ＴＰＰ）は、米国がアジアで指導力を発揮し続けるため極めて重要だ」と訴え、年内の米議会承認に期待を示した。（時事通信2016/09/29-07:43）
ＴＰＰ法案「米大統領選メドに衆院通過めざす」　首席交渉官 
日経新聞2016/9/29 23:42
　政府環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）対策本部の大江博首席交渉官は29日、日本記者クラブで記者会見し、臨時国会でのＴＰＰ承認案と関連法案の審議について「（11月８日の）米大統領選までに衆議院を通してメドをつけたい」と述べた。
　審議を急ぐべきでないとする野党の意見に対しては、日本に再交渉の用意があると米国側に思われてしまう、として反対した。臨時国会での法案成立を先延ばした場合、大江氏は「かなり多くの国でも議会手続きがストップする」との見方を示した。ＴＰＰが長期漂流する可能性を示唆した。
　オバマ政権が大統領選後の議会でＴＰＰを承認できるかどうかについては「分からない」としつつ、オバマ政権中に米国が承認できなければ「来年早々には動かないだろう」とした。
「党員１００万人を回復」＝二階自民幹事長
　自民党の二階俊博幹事長は２９日、東京都内での同党参院議員のパーティーであいさつし、党員数が１００万人台を回復したことを明らかにした。二階氏は「私が幹事長に就任した時は１００万に２万ほど足りなかった。多くの皆さんに協力いただいて１００万党員になった」と述べた。
　自民党の党員数は１９９１年に約５４７万人とピークを迎え、野党に転落した２００９年に１００万人を切ったとされる。１４年には「１２０万党員獲得運動」を打ち出したが、昨年の党員数は９８万７１８２人にとどまっている。　（時事通信2016/09/29-21:33）
新司令官にマルティネス少将＝在日米軍、来月就任式－横田基地
　次期在日米軍司令官に米空軍のジェリー・マルティネス少将が内定したことが２９日までに、分かった。在日米軍司令部によると、中将への昇進と合わせ、来月６日に就任式が横田基地（東京都福生市など）で行われる。第５空軍司令官も兼務する。
　マルティネス氏はパイロット出身で、大型輸送機Ｃ１７グローブマスターやＫＣ１３５空中給油・輸送機などに搭乗し、４０００時間以上の飛行経験がある。
　核兵器をＣ１７輸送機で運ぶ部隊の指揮官などを経て、２０１５年５月から輸送機や空中給油機の運用・調整などを行う航空機動軍団司令部作戦部長。（時事通信2016/09/29-05:09）
しんぶん赤旗2016年9月29日(木)

都議会開会　都庁前　要求の声響く　豊洲計画　安全性の究明　待機児童　認可園増やせ
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（写真）都庁に向かって声をあげる参加者ら＝28日、東京都庁


　東京都議会第３回定例会が開会した２８日、都民要求実現全都連絡会、東京社会保障推進協議会、東京地方労働組合評議会の３団体は、都庁前で開会日行動に取り組みました。３００人の都民が集まり、都庁に向かって都民要求をコールしました。

　東京地評の松森陽一事務局長があいさつ。築地市場の移転問題や２０２０年東京五輪の費用、保育・介護の問題など問われることが多い今議会で、都民のための都政に転換させるため、「運動を強め、議会に働きかけ、都民要求を伝えて都政を変えていこう」と呼びかけました。

　各団体から、代表が発言。新日本婦人の会中央支部の武井和世事務局長は「そもそもなぜ築地市場を再整備ではなく、東京ガス跡地の豊洲に移転しないといけないのか」と述べ、豊洲新市場の計画や安全性などの徹底究明を求めました。

　公的保育を守る東京実行委員会の椎橋みさこ氏は「保護者が求めているのは安心して子どもを預けられる安全な認可保育園。規制緩和ではなく、公立を含めた認可中心の保育政策に転換を」と訴えました。

　オリパラ都民の会が五輪施設の費用問題などについて、東京平和委員会が米軍横田基地とオスプレイ配備問題について、それぞれ発言しました。

　日本共産党都議団から、かち佳代子都議があいさつ。築地移転問題や五輪費用見直し、待機児童対策などで、いっかんして都民の立場で訴えてきた都議団の提案が知事の政策にも反映されるなど「都民の皆さんの運動が道を切り開いた。これからも『都民のための都政』を取り戻すために、一緒に頑張ろう」と語りました。

初の基準超ベンゼン、ヒ素＝豊洲地下水調査で検出－東京都
　東京都は２９日、豊洲市場の土壌から採取した地下水のモニタリング調査（速報値）で、環境基準を超える有害物質のベンゼンとヒ素を検出したと発表した。検出した有害物質が環境基準を超えたのは、８回目の調査となる今回が初めて。都は「地下水管理の協議会や専門家会議などで検証したい」と話している。
　ベンゼンとヒ素が検出されたのは、青果棟のある敷地で８月２９～３１日に採取した地下水。ともに環境基準値は１リットル当たり０．０１ミリグラムだが、ベンゼンは２カ所で０．０１４ミリグラム、０．０１１ミリグラムを検出。ヒ素は１カ所で０．０１９ミリグラムを検出し、基準値を超えた。　
　豊洲市場をめぐっては、盛り土が行われる予定だった主要建物下に地下空間が設けられ、底面に水たまりがあることが判明している。都はモニタリング調査と別にこの水を調査した結果、基準値以下のヒ素などが検出された。
　都は、盛り土などの土壌汚染対策が終わった２０１４年１１月から２年間の予定で、豊洲市場の２０１カ所を対象に全９回のモニタリング調査を実施している。今年の１１月中旬以降に最後の調査が行われる見通し。
　小池百合子知事は、築地市場の豊洲移転の可否を判断するに当たり、モニタリング調査の結果を重視する考えを示している。初めて環境基準を超える有害物質が検出されたことは、知事の判断にも影響を与えそうだ。（時事通信2016/09/29-20:25）
大幅見直し案に政府困惑＝調整遅れ、追加負担も－東京五輪
　東京都の調査チームが２０２０年東京五輪・パラリンピック３競技施設の大幅見直しを提案したことを受け、政府部内に困惑が広がった。国際オリンピック委員会（ＩＯＣ）などとの調整に時間を要する上、計画修正に伴う施設整備に追加の費用負担を迫られる可能性があるためだ。都に対しては、組織委員会と十分な意見交換を重ねるなど慎重な対応を求めていく方針だ。
　菅義偉官房長官は２９日の記者会見で「小池百合子都知事が大会準備のスケジュールを踏まえ、東京大会成功に向け適切に判断されるだろう」と表明。丸川珠代五輪担当相は記者団に「まず都で（提案を）どう受け止め、組織委員会と調整を図りながらどういうプロセスを踏んでいくか見守りたい」と語った。小池氏と正面から対立したくないとの政治的配慮からか、ともに反応は抑制的だ。
　競技会場の仕様は、ＩＯＣや各国際競技団体（ＩＦ）の現地調査などを経て決定された。萩生田光一官房副長官は２９日の会見でこの経緯に言及。「場所や規格を変えると（各ＩＦなどとの）協議をまたゼロから積み上げないといけない。会場として適さないという問題も新たに発生するかもしれないので、慎重に対応してほしい」と求めた。
　都の調査チーム報告書は、ボート・カヌー競技の宮城県登米市開催を盛り込んだ。ただ、この案では、東京での会場建設費は圧縮できても、同市で新たに施設整備や警備の人員配置が必要になる。丸川氏は「都の負担を軽減するため生じる新たな費用を誰がどう負担するか、国民に説明が付く形で考えなければいけない」と指摘した。
　小池氏の動きに対し、政府や組織委員会側には「事前の調整がない」（官邸筋）と苦々しく受け止める空気も強い。自民党都連の実力者で小池氏と対立してきた萩生田氏は会見で、「議論は大いに結構だが、現実的な線でさまざまな提言、提案をしていただくよう期待したい」と皮肉交じりにコメントした。（時事通信2016/09/29-19:42）
機動隊、抗議の市民をロープで縛る　米軍ヘリパッド建設 

沖縄タイムス2016年9月29日 05:02

　沖縄県東村高江周辺の米軍北部訓練場内ヘリパッド建設に反対する市民らが２８日、訓練場内の斜面で抗議行動していた際、警察機動隊員らが工事用ロープで市民らの胴体を縛って拘束し、引き上げていたことが分かった。市民らは「首も絞められ息苦しかった。こんな屈辱的なやり方があるか」と批判した。



米軍北部訓練場内での抗議行動で、警察官にロープで縛られ引き上げられる市民（中央）＝２８日（提供）



米軍北部訓練場内で抗議行動する市民をロープで縛る警察官＝２８日午後（提供）

　ロープ拘束について、県警幹部は「伐採する木が落下し、市民に当たる危険性があった。ロープを活用し、安全な場所へと移動させた」と説明。一方、市民側の弁護士は「ロープで縛る行為は、身体の自由を拘束する危険で違法行為だ」と指摘した。拘束の際、５０代男性が左足首ねんざで全治１週間のけがを負った。

　市民らによると、十数人がＨ地区脇の高さ１０メートル以上の急斜面で座り込みなどしていた際、機動隊員らが数人がかりで一人一人を押さえて上部から垂らされたロープを胴体に巻き、数人で抱えて引き上げたという。現場には隊員ら１００人以上がおり、市民らは引き上げた後も長い人で１時間以上囲い込まれたという。

　縛られた市民らは「引き上げられる時に首も締まり、息苦しかった」「ロープが食い込み、すごく痛かった」と憤った。

しんぶん赤旗2016年9月29日(木)

ヘリパッド工事中止を　沖縄　大宜味村議会が意見書
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（写真）米軍ヘリパッド建設工事の即時中止を求める意見書を可決する大宜味村議会＝28日、沖縄県大宜味村


　沖縄県大宜味（おおぎみ）村議会は２８日、定例会本会議で、隣接する東村の高江周辺への米軍ヘリパッド＝オスプレイパッド（着陸帯）建設工事の即時中止を求める意見書を賛成多数（賛成4人､反対３人）で可決しました｡

　意見書は、ヘリパッド建設を条件に返還される米軍北部訓練場の一部は米軍が不要になった部分と指摘｡一方､国頭（くにがみ）村安波（あは）の宇嘉川河口近くが米側に訓練区域として提供され、新たなヘリパッドと沿岸部とが連動した訓練環境ができ、施設の最新化を図る機能強化であると強調しました。

　「米軍の運用を優先し、米軍に都合のよい施設を温存強化する欺瞞（ぎまん）に満ちた政策と工事の強行は、県民を愚弄（ぐろう）し、断じて容認できない」と抗議しました。

　国頭村､東村､大宜味村に広がる“やんばる”地域が国立公園に指定されたことにもふれ、工事を直ちに中止し、やんばるの森の世界自然遺産登録が実現するよう要請しています。

　賛成討論に立った金城勇議員は、ヘリパッドの増設でこれまで以上の騒音被害や住民生活の破壊が起きるとし、「危険に満ちた米軍基地を、やんばるの森に置いておいては世界自然遺産登録も難しい。登録には北部訓練場の閉鎖・返還が必要だ」と訴えました。

　東武久議員は「この地域は県民の命の水がめであり、墜落事故が起きれば県民生活に大きな支障を及ぼす」と強調｡｢森も水も空も本村は当事者だ｣と述べ､賛同を求めました。

　宛先は首相、防衛相、環境相などです。

しんぶん赤旗2016年9月30日(金)

大量の砂利　連日搬入　沖縄・着陸帯建設　森伐採悲しむ声
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（写真）米軍ヘリパッド建設の工事車両に向かって「工事をやめろ」と抗議する人たち＝29日、沖縄県東村


　沖縄県東村高江周辺へのオスプレイ用ヘリパッド（着陸帯）建設をめぐり、抗議行動が２９日、資材搬入口の米軍北部訓練場Ｎ１ゲート前などで取り組まれました。

　沖縄防衛局は工事用道路のため大規模な伐採をし、ここ数日、大量の砂利搬入が激しくなり、１日３０台を超えるダンプが砂利を運び込んでいます。２７日には大型の木材破砕機も搬入されました。

　この日も２４台の砂利を積んだダンプと大型ショベルカー、パネルのようなものを積んだトラック２台、散水車などが北部訓練場内に入りました。

　ヘリパッド建設に反対する県民ら十数人が「工事をやめろ」「私たちの島を壊さないで」「これ以上、高江の住民を苦しめるな」と抗議しました。

　午後１時すぎには、オスプレイが飛行し、旋回して着陸する様子もみられました。

　５年前から泊まり込みながらヘリパッド反対の座り込みを続けてきた那覇市の坂尾美知子さん（６５）は「世界遺産にしようという森を無残に伐採するなんて本当に悲しい。圧倒的な権力の前にくじけそうになるけど、国内的にも国際的にも反対世論を高めて持ちこたえたい｣と話しました｡

　同日、沖縄森林管理署が伐採状況について現地調査に入りました。工事に伴い事前協議の範囲を超える伐採が行われている可能性があるとして、市民団体や日本共産党の赤嶺政賢衆院議員らが現地調査を求めていました。

核禁止、来年交渉向け決議案提出　国連総会に非保有6カ国

共同通信2016/9/29 09:04

　【ジュネーブ共同】「核兵器禁止条約」制定を目指すオーストリアなど非核保有国6カ国が、2017年の条約制定交渉開始に向けた国連総会決議案を共同で提出したことが28日、分かった。関係筋が明らかにした。

　来週始まる国連総会第1委員会（軍縮）で議論される見通し。米国は多国間交渉開始を求めるいかなる決議案にも反対の姿勢を明言しており、推進派の非核保有国と、反対する核保有国の対立が激化しそうだ。唯一の被爆国でありながら米国の「核の傘」の下にある日本は核禁止条約に明確な意思表示をしていない。

しんぶん赤旗2016年9月30日(金)

核兵器禁止条約へ交渉促す　オーストリアなど　国連総会決議案を公表

　【ワシントン＝島田峰隆】オーストリアなどは２８日、核兵器を禁止する法的拘束力のある措置について交渉する会議を来年招集するとした国連総会決議案を公表しました。

　１０月３日からの第７１回国連総会第１委員会（軍縮・国際安全保障問題）に提出され、採決に付される予定です。

　決議案は、「核兵器を禁止し、完全廃絶につながるような法的拘束力のある措置」について交渉するために「国連の会議を２０１７年に招集するよう決定する」とし、すべての加盟国に参加を促しています。

　決議案によると、会議は２０日間の日程で２会期にわたりニューヨークで開催。国際機関や市民社会の代表も参加します。

　８月にジュネーブで開かれた国連作業部会で圧倒的多数の国が核兵器禁止条約などについての交渉開始を支持する中、追い詰められた核保有５カ国（米英仏中ロ）は「核兵器の禁止は非現実的」（米）などと反発を強めています。

　米紙ニューヨーク・タイムズは、５カ国が決議案採択を阻止しようと起草国や賛同国に「信じられないほどの圧力」をかけているとのジュネーブ駐在の外交官の発言を報道。フランスが旧植民地のアフリカ諸国、英国が欧州諸国、米国が北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）や「核の傘」の下にある国にそれぞれ働き掛けているとしています。

核兵器禁止条約の交渉開始を求める国連決議案（骨子）

　オーストリアなどが２８日、第７１回国連総会に提出するとして公表した、核兵器禁止条約の交渉開始を求める決議案の骨子は次の通りです。

◇
　一、核軍縮に関する国連作業部会の報告書を歓迎する。

　一、国際機関や市民社会が、多国間核軍縮交渉を前進させるため、それに参加し、発言することには価値があると認識する。

　一、多国間核軍縮交渉を前進させることの普遍的目標は、核兵器のない世界を達成し維持することに変わりないと改めて強調する。

　一、核兵器を禁止し、完全廃絶につながるような法的拘束力のある措置（＝核兵器禁止条約）について交渉するため、２０１７年に国連の会議を招集するよう決定する。

　一、すべての加盟国に同会議に参加するよう促す。

　一、同会議は１７年に２０日間、２会期でニューヨークで開き、国際機関や市民社会の代表が参加し、発言するよう決定する。

　一、同会議に参加する諸国に対し、核兵器を禁止し、完全廃絶につながるような法的拘束力のある措置をできるだけ速やかに成し遂げるよう最大の努力を払うよう呼び掛ける。

　一、同会議はその進展について第７２回国連総会に報告書を提出し、総会は交渉の進展を評価してその先について判断を下すよう決定する。

政権批判板書、高校を指導　道教委「中立性に疑い」

共同通信2016/9/29 12:30

　北海道立高校の授業中、教員が安倍政権を批判する内容の板書をしたとして、道教育委員会が8月、この高校に対して授業内容の改善を求める指導をしていたことが29日、分かった。道教委は「政治的中立性を疑わせる点がいくつかあった」としている。

　道教委によると、教員は6月上旬、公民科の授業で、生徒が消費税増税の再延期について試験で自分の考えを答えたところ「アベはウソをついた」と黒板に書き、授業後も放置した。

　この教員は以前も、自分が参加した集団的自衛権に対する抗議デモのビデオを授業の教材として使ったという。

社説　首相ＶＳ蓮舫氏　「人への投資」偏重では危うい

読売新聞2016年09月29日 06時01分

　民進党の蓮舫代表が就任以来、初めて国会論戦にデビューした。

　看板政策の「人への投資」に過度に偏った主張は、野党第１党の党首として、物足りなかった。

　蓮舫氏は参院本会議での代表質問で、アベノミクスについて「スローガンだけは活発に循環しているが、経済はまったく好循環していない」などと批判した。

　「教育、雇用、老後の不安を取り除いて初めて個人消費が動き出す。『人への投資』の強化が経済再生につながる王道だ」とも述べ、経済政策の転換を求めた。

　持論の「提案」路線の一環だろう。ただ、「人への投資」は、民主党政権の「コンクリートから人へ」の焼き直しの色彩が濃い。

　公共事業が悪いかのような誤解を与え、財源不足で破綻したため、「人への投資」に衣替えしたが、この方針は行き過ぎれば、バラマキにつながる恐れが大きい。

　安倍首相は、アベノミクスが雇用、賃上げなどで効果を上げたと反論した。「安倍内閣は、成長と分配の好循環を作り上げる。成長の果実も生かし、子育て支援や介護離職者ゼロ、若者への投資も拡大する」とも強調した。

　「人への投資」という分配政策は、低迷する個人消費を刺激し、高齢者や女性の労働力を活用して成長力を高める一定の効果は持とう。安倍政権も、「１億総活躍社会」という形で民進党の主張を取り入れているのは事実だ。

　しかし、最優先課題のデフレ脱却や、財政健全化のためには、民間企業の創意工夫を政府が支援して、生産性や国際競争力を高める成長戦略の拡充が欠かせない。分配の原資の確保にも、「稼ぐ力」の強化が必要である。

　蓮舫氏は、「人への投資」では様々な提案をしたが、企業を通じた成長戦略には全く言及しなかった。この点を抜本的に改善しなければ、蓮舫氏の唱える「民進党が選択される政党になる」という目標の実現は難しいだろう。

　疑問なのは、蓮舫氏の質問が経済、社会保障政策に集中し、国の基本である憲法や外交・安全保障政策に触れなかったことだ。野田幹事長は前日の質問で、幅広く重要課題を網羅した。どちらが党首なのか、という感さえする。

　蓮舫氏は、行政刷新相を務め、行政改革を重視してきた。外交・安保は、必ずしも得意分野ではないのかもしれない。だが、国政選での勝利を目指すのなら、もっと聞き応えのある骨太の論争を仕掛けることが求められよう。

社説　蓮舫氏代表質問　選ばれる党への一歩に

東京新聞2016年9月29日

 　蓮舫代表の下、民進党は「選択される政党」に生まれ変わることはできるのか。きのう参院でも始まった本格論戦。日本の民主主義のためにも、再生への第一歩を力強く踏み出さなければならない。

　安倍晋三首相の所信表明演説に対する各党代表質問がきのう参院でも始まり、代表として初めて登壇した蓮舫氏は「選挙後の初めての本会議のとき、与党議員の多さに正直、愕然（がくぜん）とした」と率直に切り出した。その言葉は参院選後の政治状況を如実に表す。

　前身である旧民主党の一時期、百を超えていた参院での議席も、今やほぼ半分にまで落ち込んだ。

　一方、旧民主党から政権を奪還した自民党は安倍総裁の下で党勢を拡大し、同党が悲願とする憲法改正に前向きな「改憲派」は今や衆参両院で三分の二を超える。

　「安倍一強」と指摘される情勢は有権者の選択の結果ではある。政権時代、有権者の期待を集めながらも、力量不足から裏切った旧民主党の責任も小さくはない。

　しかし、党勢拡大とともに、安倍政権の傲慢（ごうまん）さも目立ち始めた。

　二十六日には所信表明演説中の首相に促され、自民党議員が立ち上がって拍手した。それが自衛隊員や海上保安官らをたたえるものでも、独裁国家のような異様な光景には与党内からも批判が出た。

　答弁にも乱暴さが散見される。

　蓮舫氏が株式運用比率を倍増させた年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）が十兆円の運用損を出したと指摘すると、首相は「短期的な評価損をことさら取り上げて年金制度への不安をあおることは慎むべきだ」と反論した。

　批判することさえ認めようとしないのでは論戦は成り立たない。こうした政権のおごりを正すのは野党の役目である。たじろぐことなく堂々と切り込めばいい。

　同時に、民進党には政権交代可能な二大政党の一翼を担う役割も課せられている。政権の選択肢を有権者に示すことは責務だ。

　特に、首相主導の経済政策「アベノミクス」は、経済格差を拡大し、個人消費の低迷や実質賃金の低下に有効な処方箋とはなり得ていない。

　政権が軌道修正しないのなら、民進党の出番だ。問題解決に寄与する、実現可能で、財源の裏付けのある具体的な政策体系を練り上げ、有権者に示すべきである。

　一度失った信頼を取り戻すのは容易ではないが、野党に安住し、政権奪還の気概を示せなければ、民進党に存在価値はない。

しんぶん赤旗2016年9月30日(金)

主張　共産党の代表質問　暴走と正面対決、対案を示した

　参院選後初めての国会論戦になる、安倍晋三首相の所信表明演説への各党代表質問が衆参両院で行われました。都合の悪いことを国民に語らず暴走を加速する安倍政権―。日本共産党の志位和夫委員長(衆院)と市田忠義副委員長（参院）の代表質問は、危険な暴走政治と対決し、国民の願いに沿った対案を具体的に提起しました。首相はまともに答えず開き直りに終始するばかりで全く無反省です。民意に逆らう安倍政権の暴走を阻み、政治の転換を求める共同を広げることがいよいよ重要です。

深刻な危険を隠したまま

　国民に語らずに進める安倍政権の暴走の最たるものは、昨年９月に強行した戦争法の全面的運用の企てです。政府は、南スーダンのＰＫＯ（国連平和維持活動）に派遣する自衛隊部隊に「駆け付け警護」や「宿営地共同防護」の新任務を付与することを想定した訓練を開始しました。しかし所信表明では戦争法運用に一言も触れませんでした。世論を無視して戦争法を強行させ、国民不在で運用をすすめる言語道断の姿勢です。

　南スーダン情勢は極めて深刻です。首都で民間人多数が死亡する大規模な戦闘が発生し、自衛隊派遣の前提となる停戦合意などは総崩れです。志位氏が具体的な事実を突き付け、新任務を与えた自衛隊を南スーダンに派遣すれば「殺し、殺される」初ケースとなると強調し、戦争法発動中止と自衛隊撤退を迫ったのに対し､首相は｢現地情勢は落ち着いている」などと言い張るばかりです。国民の危険を顧みない無責任な態度です。

　首相は、問題が噴出する環太平洋連携協定(ＴＰＰ)について政府の試算を見直そうともせず、改憲問題でも自民党案をベースにする構えを崩しません。暴走ストップのたたかいは文字通り急務です。

　安倍政権発足から３年９カ月、国民の消費はすっかり冷え込み、大企業がもうかれば国民の暮らしに回るという「アベノミクス」の破綻はいよいよ明白です。志位氏が提起した「三つのチェンジ」（税の集め方と使い方の改革、働き方改革）は、日本経済と暮らしの危機を打開する道理ある対案です。

　暮らしを直撃する消費税頼みをやめ、大企業優遇の不公平をただし負担能力に応じた税制に改めれば、暮らしを支える財源が確保できます。税金を社会保障、若者、子育てに優先して使えば、社会保障の切り捨てから拡充に転換が可能になり、返済不要の給付奨学金の本格的な創設などに道が開けます。長時間労働をやめるというなら、残業時間の上限を法律で規制すべきです。財界のもうけのために働く者を犠牲にするニセ「改革」でなく、労働者の命、健康、権利を守る本物の改革こそ急がれます。

　志位氏の具体的提案について首相はまともに受け止める姿勢を示しません。どちらが日本の未来に責任を持つか。違いは明白です。

市民と野党の共闘を強め

　臨時国会は、戦後初めて野党と市民が全国規模で選挙協力を行った参院選結果を受けた論戦の場です。市田氏は、安倍政権の暴走が続く限り、国民のたたかいのうねりは大きくなると指摘しました。

　戦争法強行､暮らし破壊､改憲などあらゆる分野で暴走を続ける安倍政権と対決し、新しい政治を開くため国会内外での共闘を強め、発展させようではありませんか。

社説　国会代表質問　当然の疑問に答えたか
北海道新聞09/29 08:55
　国会は衆参両院の代表質問で論戦の幕を開けた。民進党の蓮舫代表にとっては、就任後初の安倍晋三首相との直接対決となった。
　アベノミクスが経済の好循環につながっていない現状や、社会保障の財源確保など、野党側が取り上げた論点の多くは、国民の多くにとっても当然の疑問だろう。
　だが首相は、参院選の勝利を盾に自らの判断を正当化する一方、財源などの核心部分では、答弁をはぐらかす姿勢が目立った。
　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）審議の前提に関わる輸入米の価格偽装問題も浮上する。首相は今後、誠実に疑問に答えるべきだ。
　蓮舫氏は参院代表質問でアベノミクスが個人消費に結びついてないと指摘。社会保障や再分配を重視する政策への転換を主張した。
　特に、消費税増税を延期する一方で財政健全化目標は堅持し、社会保障を充実するという首相の約束をどう実現するのか、財源の裏付けについて説明を求めた。
　しかし首相は、企業収益や雇用の改善などアベノミクスのプラス面を強調するばかりで、疑問にまともに答えたとは言い難い。今後の国会審議では党首討論も含め、正面から論戦に臨んでほしい。
　気になるのは憲法改定をめぐって、民進党内の温度差が、早くも表面化したことだ。
　蓮舫氏は代表質問で改憲には言及せず、前日の衆院代表質問に立った野田佳彦幹事長に譲った。
　野田氏は、保守色の強い自民党草案の撤回を求めつつ、「民進党は現行憲法に足りないところがあるならば憲法を改正しようという立場だ」と積極姿勢を示した。
　民進党は従来「安倍政権下での改憲は認めない」と訴えてきた。蓮舫代表も先の代表選で、特に９条の堅持を主張したはずだ。
　この問題で党の指針がぶれるようでは与党ペースに取り込まれかねない。「提案型」を目指すあまり、政権の暴走を食い止める野党の責務を見失ってはならない。
　共産党の志位和夫委員長は衆院代表質問で、輸入米の価格が偽装され、公表より安く販売されていたと指摘。「ＴＰＰでコメは影響を受けない」としてきた政府の説明の前提が崩れたと批判した。
　首相は農水省で調査していると述べたが、偽装自体は「民間業者間の問題」と責任を回避した。
　だが交渉経過など、ただでさえ説明不足の協定をめぐる新たな疑惑は農家の不安をかき立てるものだ。解明なしに承認へと突き進むような国会運営は認められない。
社説　憲法審再始動／自民は「草案」に固執するな
河北新報2016年09月29日木曜日
　衆参両院で改憲勢力が発議に必要な３分の２を占める中、安倍晋三首相が任期中の実現に執念を見せてきた、憲法改正が現実に近づくか。
　衆院憲法審査会が、新しい会長に自民党の森英介元法相を充てる人事を正式に決定。これまで休眠状態にあった憲法改正を巡る国会論議が再スタートを切ることになった。
　参院選では口をつぐんで改憲を争点にせず、勝ってしまえば「既成事実」のごとく進めていく。ここまでは安倍首相の台本通りだろうが、これからが正念場だ。
　よりリアリティーが増してきた分、安倍首相のハンドルさばきが慎重になってきたように映る。一歩引いて改憲への意欲を抑えた臨時国会の所信表明演説がそれを物語る。幅広い合意が必要な国民投票まで展望してのことだろう。
　自らが前面に出て強引に引っ張っていけば、野党の反発を買って暗礁に乗りかねない。ここは息を潜め自重して、というのが安倍流の「政治の技術」に違いない。
　憲法審の会長に、野党との対話を重視する森氏を据えたのも、「北風」ではなく「太陽」路線に軸足を置いた改憲戦略の表れだろう。
　安倍首相が論議の「ベース」とした自民党案は野党時代の産物。天皇を「元首」と位置付け、国民の人権を「公益」を理由に制限するなど、護憲派には反発が強い。
　民進党の蓮舫代表は憲法審について「個別政党の改憲草案を丸ごと審議する場所ではない」とけん制。野田佳彦幹事長は論議に応じる条件として草案の撤回を求めた。
　自民党内でさえ「草案ありきで議論してほしいとは考えていない」（下村博文幹事長代行）との声が上がるなど、封印の動きが出ている。
　安倍首相は撤回要求を拒否したが、異論の多い野党時代の草案に固執すべきではない。「静かな環境で真剣に論議する」（首相）ことを望むなら取り下げに応じるべきだ。
　一方、民進党内も一枚岩ではないのも確か。改憲の具体的なテーマが絞り込まれてくれば、党に亀裂が走る可能性があるだろう。憲法審に臨む党の方針を曖昧にせず、明確に決めておくべきだ。
　今どこを探しても、差し迫った改めるべき条文は見当たらない。野党第１党の責任として、何が何でも対案にこだわる必要はないはずだ。「現行憲法が対案」というスタンスでいいのではないか。次期衆院選に向けた野党共闘の旗印としても通用するだろう。
　与党では、公明党の立ち位置が問われる。「改憲勢力」とくくられているが、基本的人権の尊重、国民主権、平和主義という憲法の３原則を評価した上で、地方自治の拡充などの条文を加えていく、「加憲」という立場にある。
　「人間主義」を唱える党の理念からいっても、古い国家感がにじむ復古調の自民党の草案とは相いれないだろう。
　山口那津男代表は「国会の動きを見ながら、議論を進める状況を整えていきたい」と語り、静観する構え。これでは存在が一層埋没しかねない。改憲のブレーキ役を果たすべき時ではないか。党の独自性を発揮する好機だ。
東奥日報2016年9月29日(木)

社説　政権批判こそ野党の役割／国会代表質問

　衆参両院で安倍晋三首相の所信表明に対する各党代表質問が実施され、臨時国会での論戦が始まった。30日からは衆院予算委員会が行われ、首相が最優先する2016年度第2次補正予算案や環太平洋連携協定（TPP）承認案などを巡る審議が本格化する。

　代表就任後、初の国会に臨む民進党の蓮舫代表は論戦について「批判より提案」と述べ、政策提示を重視する姿勢を表明した。参院本会議における自らの代表質問でも「提案」を盛り込んだ。

　しかし、提案にこだわるあまり批判が抑制され、政権チェックという野党の根本的な役割がおろそかになることがあってはならない。提案も政権の政策に対する厳しい分析から始まる。相手のイメージダウンだけを狙った揚げ足取りはするべきではないが、政策に誤りや疑問があれば、転換や修正を促す建設的批判を展開していくべきだ。

　代表質問で蓮舫氏は、アベノミクスの柱である日銀による異次元金融緩和は「限界」に達し、大規模財政出動も「一時的な成長率のかさ上げ」と批判、消費税増税再延期は「ごまかし」と追及した。

　一方、「成長につながらない経済政策の転換」や「人口減少時代に合った経済政策」を訴え、公共事業の重点を既存施設の維持・修繕・長寿命化に移すことや教育や子育て支援、職業訓練を通じた若手・現役世代への再分配、社会保障の充実によるシニア世代への再分配などの個人消費拡大策を提案した。

　さっそく、「批判より提案」路線を実践した形だが、個別の具体策にまで踏み込んだのは、ひとり親家庭を支えるための児童扶養手当の充実、低所得高齢者に対する追加的給付の来年4月からの実施、介護職員の月収、保育士の賃金引き上げなどだった。

　ただ、これらの具体策はいずれも現在実施されている政策の拡充案で、アベノミクスに代わりうる包括的な経済政策にはほど遠い内容だ。

　野党が体系立った政策を打ち出すことは実は極めて難しい。立案の基礎になる情報は限られ、政策に精通、手足となってくれる官僚機構も持っていないからだ。さらに政策提示は内容の良しあしだけでなく、その実現可能性が必ず問われることになる。

　提案型の論戦を目指す姿勢自体は評価できるが、高いハードルがあることも心得ておく必要があるだろう。

社説　演説に起立　「言論の府」損なう懸念
信濃毎日新聞9月29日
　衆院本会議で自民党議員が安倍晋三首相に促され、一斉に立ち上がって拍手し続ける一幕があった。海上保安庁、警察、自衛隊に「心からの敬意を表そう」と、所信表明演説で呼び掛けられてのことである。
　首相が促したのも議員が応じたのも不適切だ。理由は二つある。
　第一に首相が呼び掛けたのは領土、領海、領空を守る活動に対する拍手である。こう言っている。
　「東シナ海、南シナ海、世界中のどこであろうとも、一方的な現状変更の試みは認められない。…現場では夜を徹して、今この瞬間も海保、警察、自衛隊の諸君が任務に当たっている」。その彼らに対して「今この場所から、心からの敬意を表そう」。
　領土、領海、領空を守るために、海保や警察、自衛隊が昼夜を分かたず働いているのは事実だろう。「お疲れさま」「ご苦労さま」といった気持ちを抱いている国民は少なくないはずだ。
　だからといって、国会議員が議場で一斉に起立し拍手するとなると話は違ってくる。
　海保、警察、自衛隊の活動は安倍政権が整備を進めてきた安保関連法や特定秘密保護法に関わっている。安保法、秘密法については、平和と民主主義をむしろ損なうとの見方が根強く残る。法律の廃止を目指し運動を続けている市民団体も少なくない。
　そうした中、国会で議員が活動をたたえることは反対論を封じる結果を招く危険をはらむ。
　国会は一切のタブーなく議論する場のはずである。憲法５０条が議員の不逮捕特権、５１条が院内での発言の免責を定めているのは、戦争の歴史の反省に立って自由な議論を保障するためだ。異論を唱えにくい空気がたとえ一時であっても生まれることには敏感でなければならない。
　理由の第二は首相が行政府の長であることだ。議員に対する拍手の呼び掛けは思い上がりと言われても仕方ない。
　野党からは批判の声が上がっている。「落ち着いて真摯（しんし）に議論する状況でなくなってしまう」との野党幹部の言葉にうなずく国民は多いだろう。民進、共産、日本維新の会の３党は「極めて異常な事態」と自民党に抗議した。
　首相の呼び掛けに唯々諾々従った自民議員も情けない。「首相１強」とも言われる自民党政治の劣化を見る思いがする。安保法制がこれから本格的に動きだす。国会が運用をチェックできるか、今後がますます心配になる。 

中日新聞／東京新聞2016年9月29日
 社説　蓮舫氏代表質問　選ばれる党への一歩に
　蓮舫代表の下、民進党は「選択される政党」に生まれ変わることはできるのか。きのう参院でも始まった本格論戦。日本の民主主義のためにも、再生への第一歩を力強く踏み出さなければならない。
　安倍晋三首相の所信表明演説に対する各党代表質問がきのう参院でも始まり、代表として初めて登壇した蓮舫氏は「選挙後の初めての本会議のとき、与党議員の多さに正直、愕然（がくぜん）とした」と率直に切り出した。その言葉は参院選後の政治状況を如実に表す。
　前身である旧民主党の一時期、百を超えていた参院での議席も、今やほぼ半分にまで落ち込んだ。
　一方、旧民主党から政権を奪還した自民党は安倍総裁の下で党勢を拡大し、同党が悲願とする憲法改正に前向きな「改憲派」は今や衆参両院で三分の二を超える。
　「安倍一強」と指摘される情勢は有権者の選択の結果ではある。政権時代、有権者の期待を集めながらも、力量不足から裏切った旧民主党の責任も小さくはない。
　しかし、党勢拡大とともに、安倍政権の傲慢（ごうまん）さも目立ち始めた。
　二十六日には所信表明演説中の首相に促され、自民党議員が立ち上がって拍手した。それが自衛隊員や海上保安官らをたたえるものでも、独裁国家のような異様な光景には与党内からも批判が出た。
　答弁にも乱暴さが散見される。
　蓮舫氏が株式運用比率を倍増させた年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）が十兆円の運用損を出したと指摘すると、首相は「短期的な評価損をことさら取り上げて年金制度への不安をあおることは慎むべきだ」と反論した。
　批判することさえ認めようとしないのでは論戦は成り立たない。こうした政権のおごりを正すのは野党の役目である。たじろぐことなく堂々と切り込めばいい。
　同時に、民進党には政権交代可能な二大政党の一翼を担う役割も課せられている。政権の選択肢を有権者に示すことは責務だ。
　特に、首相主導の経済政策「アベノミクス」は、経済格差を拡大し、個人消費の低迷や実質賃金の低下に有効な処方箋とはなり得ていない。
　政権が軌道修正しないのなら、民進党の出番だ。問題解決に寄与する、実現可能で、財源の裏付けのある具体的な政策体系を練り上げ、有権者に示すべきである。
　一度失った信頼を取り戻すのは容易ではないが、野党に安住し、政権奪還の気概を示せなければ、民進党に存在価値はない。
論説　自民党総裁任期　「安倍１強」政治いつまで

福井新聞2016年9月29日午前7時30分

安倍晋三首相の長期政権戦略が着々と進んでいるようにみえる。だが、国民は世論調査でも過半数がそれを望んではいない。政治と民意のすき間に漂うのは、多様な議論と人材登用で活性化を図ろうという気概を失い、政権にしがみつく自民党の内向きな姿勢だ。
　同党は党則で「連続２期６年まで」と制限する総裁任期の延長に向けた議論を開始。党・政治制度改革実行本部の役員会では、来年初めに開く党大会での党則改正を目指し「連続３期９年まで」への延長案と多選規定の撤廃案を軸に検討することを確認した。
　これを主導する党本部長は、首相の信任が厚い高村正彦副総裁である。官邸と党幹部中心に環境整備を加速させている。
　議論はあくまで党総裁の任期であり、実行本部は「首相のための任期延長ではない。制度論として扱う」とする。だが、今の政治状況が続けば安倍首相の長期政権化につながる。首相の任期は政治的に２年後の２０１８年９月までだ。延長となれば在任期間は２０年の東京五輪も超えて２１年９月までの可能性があり、佐藤栄作元首相を抜き、戦後最長が視野に入る。
　現在の「連続３選禁止」は、佐藤元首相が連続４期務めたことなどへの批判から１９８０年に党則を変更した。ただ特例もある。中曽根康弘元首相は２期目の任期切れ直前、８６年７月の衆参ダブル選圧勝により、両院議員総会で１年延長が認められた。その時々の派閥領袖らの思惑で任期がころころ変わるのだ。
　６人の短命内閣が続き、国際社会の発言力が弱まったのは日本の大きな反省材料。茂木敏充党政調会長は英国やドイツなど先進７カ国の議院内閣制の国では主要政党の党首任期が制限されていないと力説する。
　そうした背景を考えれば強いリーダーシップを持つ安倍首相が１２年１２月の衆院選以後、国政選挙で自民党が４連勝した実績は重い。任期延長を最初に打ち出した二階俊博氏は幹事長に就任。延長論は「出来レース」の様相を呈してくる。その先にあるのは、首相が目指す憲法改正である。
　臨時国会で論戦が始まり、民進党が憲法改正論議の前提として９条改正を盛り込んだ自民党改憲草案の撤回を要求したが、突っぱねた。安倍首相は強いナショナリズムで「強い国家」づくりを掲げ、国家観や歴史認識を共有する議員を極端に重用。リベラルな意見は縮小するばかりだ。
　「政治はモメンタムだ」とする勢いのある政治手腕に期待する一方、安倍カラー一色に染め上げる強引な手法に危機感を感じる国民も多い。共同通信の世論調査で５２・５％が任期延長に反対するのもそのためだ。
　党則改正は「ポスト安倍」レースにも大きな影響を与える。主役と目される石破茂元幹事長や岸田文雄外相が「なぜ最優先事項なのか」と不快感を隠さないが、堂々反対論をぶち上げるだけの気骨と覚悟があるだろうか。小粒化していく自民党の姿があらわになる。

 神戸新聞2016/09/29
社説　安倍ＶＳ蓮舫／建設的な議論を阻むのは
　安倍晋三首相の所信表明演説に対する各党代表質問が衆参両院で始まった。首相は所信表明で建設的な議論を呼びかけ、民進党の蓮舫代表は「批判だけでなく提案で存在感を示す」との方針を掲げて新体制のスタートを切った。
　山積する課題に対し、首相が具体的な処方箋を語り、野党は説得力のある対案を掲げて政策転換を迫る。そんな論戦を期待したが、参院本会議で行われた首相と蓮舫代表の初対決を見る限り、どちらも肩透かしに終わった印象だ。
　蓮舫氏は、アベノミクスによるデフレ脱却は実現していないとし、経済政策の転換を求めた。「アベノミクスは成功したと言いながら消費税増税を２度も先送りしたのはごまかしだ」とし、財政健全化と社会保障の充実を両立できるのかと迫った。
　参院選で公約した「介護離職ゼロ」に向けた職員の待遇改善策が補正予算案に盛り込まれていない点や、所信で子どもの貧困対策に触れなかった点なども問題視した。
　政権が推し進める政策の矛盾や不備を追及するのは野党の重要な役割である。一方で、民進党の「対案路線」はまだ見えてこない。
　蓮舫代表は、アベノミクスに代わる経済政策として「教育、雇用、老後の不安を取り除く再配分を実現させる」と訴えた。既存インフラの老朽化対策を優先させる公共事業の在り方なども提案した。だが、消費税増税の是非には触れず、財源が曖昧な点は現政権と変わらない。
　衆院では野田佳彦幹事長が、今国会の焦点となる環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案への反対を明言し、憲法改正論議を前に自民党改憲草案の撤回を求めた。しかし、ＴＰＰや憲法改正を巡っては党内に異論がある。国会論戦で一枚岩となれるか、新執行部の手腕が問われる。
　安倍首相は「アベノミクスは参院選で信を得た」との認識を繰り返した。社会保障の充実は「増税を延期した以上、全てを行うことはできない」と具体的な言及を避けた。質問には正面から答えず、「民主党政権は何も実現しなかった」などと反論する態度は相変わらずだ。
　批判は受け止め、丁寧に説明して理解を得る努力をするのが行政府の長の務めである。建設的な議論を求めるなら、まず自身が謙虚に野党の意見に耳を傾けるべきだ。
山陰中央新報'16/09/29

論説　代表質問　建設的議論に期待する
　衆参両院で安倍晋三首相の所信表明に対する各党代表質問が実施され、臨時国会での論戦が始まった。３０日からは衆院予算委員会が行われ、首相が最優先する２０１６年度第２次補正予算案や環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案などを巡る審議が本格化する。
　代表就任後、初の国会に臨む民進党の蓮舫代表は論戦について「批判より提案」と述べ、政策提示を重視する姿勢を表明、自らの代表質問でも「提案」を盛り込んだ。
　しかし、提案にこだわることによって批判が抑制され、政権チェックという野党の根本的な役割がおろそかになることがあってはならない。批判と提案は相矛盾するものではない。誤った政策の転換や修正を促す建設的批判を展開していくべきだ。
　代表質問で蓮舫氏は、アベノミクスの柱である日銀による異次元金融緩和は「限界」に達し、大規模財政出動も「一時的な成長率のかさ上げ」と批判、消費税増税再延期については「ごまかし」と追及した。
　一方、「成長につながらない経済政策の転換」や「人口減少時代に合った経済政策」を訴え、公共事業の重点を既存施設の維持・修繕・長寿命化に移すことや教育や子育て支援、職業訓練を通じた若手・現役世代への再分配、社会保障の充実によるシニア世代への再分配などの個人消費拡大策を提案した。
　さっそく「批判より提案」路線を実践したが、個別具体策に踏み込んだのはひとり親家庭を支えるための児童扶養手当の増額、低所得高齢者に対する追加的給付の来年４月からの実施、高所得高齢者の介護サービス利用料負担増、介護職員の月収、保育士の賃金引き上げなどだった。
　これらの具体策はいずれも現在実施されている政策の拡充案で、民進党としても既に法案化しているものがほとんどだ。また、アベノミクスに代わりうる包括的な経済政策にはほど遠い内容である。
　しかし、野党が体系立った政策を打ち出すことは極めて難しい。立案の基礎になる情報は限られ、政策に精通、手足となってくれる官僚機構も持っていないからだ。
　さらに野党の政策提示は、内容の良しあしだけでなく、その実現可能性が必ず問われる。民進党の前身である民主党が財源の裏付けができないままマニフェスト（政権公約）を掲げて政権を獲得した揚げ句、つまずいた前例があるだけになおさらだ。
　提案型の論戦を目指す姿勢自体は評価できるが、限界や高いハードルがあることも心得ておく必要があるだろう。
　提案も政権の政策の批判的な分析から始まる。何より野党の最も基本的な役割は政権チェックである。
　首相は所信表明演説で、国会議員の役割について「悲観することでも、評論することでも、ましてや、批判に明け暮れることでもない。建設的な議論を行い、先送りすることなく、結果を出す」ことだと強調した。
　一見、もっともな主張だが、実際、野党の主張が取り入れられることは少ない。首相の発言は事実上、厳しい批判に対するけん制である。相手のイメージダウンだけを狙った揚げ足取りはするべきではないが、建設的な批判までも抑制する必要はない。


社説　野党の代表質問　「提案型」を目指すならば
西日本新聞2016年09月29日 10時35分 
　臨時国会の代表質問で「提案型野党」を掲げる民進党の蓮舫代表と野田佳彦幹事長の新体制コンビがデビューした。
　新規公共事業を抑えて既存インフラの老朽化対策をメインに据える。株式比率を高めて運用損が出た年金積立金の運用を改善する。ひとり親家庭を支える児童扶養手当で第２子以降の増額部分に設けた所得制限をやめる…。
　きのうの参院代表質問の冒頭で「提案を持って民主主義を守る」と宣言した蓮舫氏は、安倍晋三首相にさまざまな提案をした。
　一昨日の衆院代表質問でも野田氏は、財政健全化推進法案、消費税増税に伴う給付付き税額控除導入に関する法案を国会提出するなど、旧民主党時代から提案を重視していた実績をアピールした。
　提案型野党という方向性は政策への関心が強く議員立法に熱心な議員が多い民進党らしいと評価できる。しかし残念ながら、それが国民には十分に伝わっていない。
　提案がまだ自己満足の範囲にとどまってはいないか。なぜ、その提案が必要なのか。提案が実現すればどんな効果があるのか。民進党はあらゆる機会を通して国民とも論議する必要がある。
　内容も深めたい。給付型奨学金の創設など、もっともな提案もある。では、肝心の財源はどうするのか。「アベノミクスは手詰まり」との指摘にうなずく国民も少なくない。ならば、それに代わる現実的な経済政策はあるのか。
　具体的で国民に寄り添う提案を重ねた先に、旧民主党政権で失った信頼の回復があるのだろう。
　首相は「参院選で国民の信を得たのは与党」などとして野党の提案を一蹴す
るかのような答弁を繰り返した。そもそも「野党が提案しないから建設的な論議ができない」と指摘したのは首相ではなかったか。せめて野党の提案に耳を傾ける度量を示してほしい。
　双方が自らの土俵に閉じこもったままでは論議にならない。国民目線という共通の土俵で与野党ががっぷり四つに組んだ国会論戦を求めたい。 
社説　代表質問　 対案示し論争を深めよ
南日本新聞 9/29 付
　安倍晋三首相の所信表明演説に対する各党代表質問が行われ、民進党の蓮舫代表が首相と初めて論戦を繰り広げた。
　巨大与党に挑むには、野党第１党として政策に反対するだけでなく、建設的な論議をしなければ国民の理解は得られない。
　臨時国会に臨むにあたり、蓮舫氏が政策提示を重視する「提案型の野党」を掲げた姿勢はいい。
　蓮舫氏は、安倍政権の最重要政策のアベノミクスを取り上げた。
　安倍政権になって３年９カ月たつが、デフレ脱却は実現できず、経済政策への疑念が国民の間に募っているのは間違いない。
　蓮舫氏は、金融緩和や財政出動がデフレ脱却に結びついていないとし、「金融政策は限界を露呈した」と批判した。
　アベノミクスを「（首相が）成功だとしながら、２回も消費税増税を先送りしたのは矛盾だ」と指摘し、国民への「ごまかし」と追及した。
　これに対し、首相は「参院選で国民の信任を得ている」として、ごまかしとの指摘は当たらないと反論した。
　日銀による金融政策の枠組みの修正については、「２％の物価安定目標をできるだけ早期に実現させるためだと理解している」と述べたが、先行きは見えない。
　アベノミクスを一層加速させると強調した首相と、蓮舫氏の論戦はかみ合わなかった。
　民主党は、アベノミクスとは異なる経済政策を示す必要がある。
　おとといは民進党幹事長に就任した野田佳彦前首相と、安倍首相が論争した。
　与党が早期成立を急ぐ環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案などについて、野田氏はコメなど重要５項目の「聖域」が確保されていないとの立場から、ＴＰＰは国益に反すると主張した。
　首相は「国益にかなう最善の結果が得られた」と切り返した。
　しかし、米大統領選で民主党のヒラリー・クリントン、共和党のドナルド・トランプの両候補ともＴＰＰには否定的だ。
　安倍政権は、日本が早期発効に向けて動くことで米側に批准を促す構えだが、ＴＰＰの和訳文書の一部で条文が抜け落ちるなどの不備も見つかった。
　輸入米の入札で業者の不透明な取引も浮上した。
　改憲論議では、野田氏が自民党の改憲草案の撤回を迫ったのに対し、首相はつっぱねた上で、民進党の案を示すよう求めた。
　国会審議を急ぐ必要はない。野党は政府の姿勢を厳しく追及すべきだ。
社説　一括交付金　もっと自由度を高めよ

琉球新報2016年9月29日 06:02 
　２０１６年度で制度開始から５年目の中間年を迎えた沖縄振興一括交付金を、全市町村長が評価すると本紙アンケートに回答した。
　理由として「既存の補助事業でできなかった事業ができた」との回答が多い。人工透析施設の整備（伊江村）や、母子家庭に住まいを１年間提供する母子家庭生活支援モデル事業（うるま市）、船賃負担軽減事業（竹富町）などの成果を見るとうなずける。
　しかし、単年度で完結することを前提とした予算であるため、継続的な事業に充てにくい。補助率の低い既存の事業の代わりに一括交付金は使えない。さらに成果指標を国に提出するよう求められている。このため単年度で消化し、成果が表れやすいスポーツや観光振興に関する事業が多くなる傾向がある。実は自由度が限定され、使いづらい面もある。
　一括交付金とは、国によって使い道が定められている「ひも付き補助金」の高率補助制度の代わりに、自治体が一定程度使途を自由に決められる地方交付金だ。さらに自由度を高め、単年度主義を改めるべきだ。
　そもそも沖縄振興一括交付金は、民主党政権時代に設計された。民主党のマニフェストと沖縄ビジョンで国庫補助負担金の廃止とその一括交付金化、国の出先機関の廃止が明記された。予算を通じた国の関与をゼロにするか、最小限に抑え込んで地域の裁量を最大化することで、沖縄を全国の地域主権改革のモデルケースにしようとした。しかし地域主権改革が後退する中で換骨奪胎された。
　結局、沖縄振興一括交付金は従来の高率補助の公共事業の一括交付金と、ソフト事業の一括交付金に分けられた。公共事業の一括交付金は従来の各省庁の補助要綱がそのまま適用され、国の統制を受ける。ソフト事業の一括交付金は補助要綱を内閣府沖縄担当部局が策定したため、沖縄の裁量が弱まった。
　沖縄の未来を担う子どもの貧困対策は単年度の予算措置では難しい。長期的視点に立って、成果が上がるまでに時間のかかる沖縄の自然環境保全や、しまくとぅばの継承など文化事業、教育にも積極的に予算がつけられるよう、制度を改めるべきだ。
　もちろん、一括交付金をうまく活用する各市町村の手腕も問われている。
社説　負担軽減とは何か　県内移設の限界　明らか

沖縄タイムス2016年9月29日 11:35

　２０１３年８月５日、米軍の救難ヘリＨＨ６０が、宜野座村のキャンプ・ハンセンに墜落し、炎上する事故があった。事故から９日後の１４日、原因が究明されないまま同型機の飛行再開を判断した米軍司令官に対し、当時の沖縄防衛局長が「日本政府として再開は理解できる」とする文書を送っていたことが分かった。

　調査団体「インフォームド・パブリック・プロジェクト（ＩＰＰ）」が情報開示請求で入手した内部文書で明らかになった。

　米軍は同型機の整備点検や訓練手続きの再確認・再教育を行った上で、１４日に事故原因は「調査中」としつつ、飛行再開を発表している。

　県や地元自治体が原因究明まで飛行停止を求める中、防衛局長は「同機が果たしうる役割の重要性を勘案」し、即座にゴーサインを出したのだ。　

　ヘリ墜落事故は、現場に近い大川ダムへの影響が懸念されるなど、村民に大きな不安を与えるものだった。

　しかし米軍は、村や県の現場立ち入りを拒み、県の土壌調査が認められたのは事故から７カ月後。結局、村は水がめの安全性が確認されるまで１年余にわたり取水停止を余儀なくされた。

　米軍と防衛局で飛行再開の話が進む一方、地元自治体は調査どころか、十分な情報も与えられないままかやの外に置かれた。

　文書からあらわになるのは、住民より米軍の意向を重視する防衛局の姿勢である。

　■　　　　■

　今月２２日、米海兵隊の戦闘攻撃機ＡＶ８Ｂハリアーが国頭村沖の海上に墜落した。

　米軍基地が集中しているということは、言い換えれば事件・事故発生の蓋然（がいぜん）性が高いということである。

　米軍は地位協定によって基地の排他的管理権を持つ。そのため地方自治体は事故が発生しても調査すらままならない。

　実はここに沖縄の人々が辺野古新基地建設や高江ヘリパッド建設に強く反対している理由の一つがある。

　安倍晋三首相は２６日の所信表明演説で、北部訓練場の一部返還に伴うヘリパッド移設について「県内の米軍施設の約２割、本土復帰後最大の返還」と強調した。政府は辺野古新基地についても「普天間飛行場の施設の半分以下の面積」と力説する。

　負担軽減とは面積の縮小だけを意味するものではない。沖縄で米軍がらみの事件・事故が絶えないのは、こんな小さな島に米軍の演習場や飛行場が集中しているからであり、米軍活動が地位協定によって保障されているからだ。

■　　　　■

　日米両政府が進める米軍再編計画は、両政府にとっては都合のいい計画かもしれないが、貴重な自然を守りながら将来にわたってその土地で生活を営もうとする人々が求める負担軽減にはなっていない。　

　政策決定によって最も影響を受けるものが政策の是非を判断すべきなのに、その機会すら奪われているのである。　憲法が定める地方自治の本旨に反し、自治権が侵害されているのは明らかだ。
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